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保険募集人の体制整備に関するガイドライン 
 

 

 

本ガイドラインは、保険業法等の一部を改正する法律（平成２６年法律第４５号）において規定された「保険募集人の体制整備義務」に

関して、会員各社が保険募集人への適切な指導を行う際の参考の用に供するために策定したものである。本ガイドラインは拘束力を有する

ものではないが、各社においては自己責任に基づく対応を前提に、関連法令等に則り、本ガイドラインの内容も参考にしつつ、保険募集人

の規模や業務特性に応じた適切な指導を行うための体制を確保するよう努めることが望ましい。 

なお、本ガイドラインに記載されている字義通りの対応でなくても、保険業法や保険会社向けの総合的な監督指針（以下、「監督指針」

という。）等の趣旨から合理的かつ同様の効果が認められるのであれば、その対応を妨げるものではない。 

 

 

 

令和６年６月２７日 

生命保険協会 
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Ⅰ．総論 

１．本ガイドライン策定の目的 

昨今では、銀行や来店型ショップ、インターネットによる保険募集が増加し

つつあるなど、保険募集チャネルの多様化が進んでいる。また、保険代理店の

大型化が進展してきており、保険会社と保険募集人の関係も、大型の乗合代理

店と個々の所属保険会社の関係のように、これまで保険業法等が前提としてい

た、保険会社が保険募集人の業務の全容を把握し管理・指導を行うといったケ

ースに必ずしも当てはまらない事例が増えつつある。 

 

このような募集形態や保険会社と保険募集人の関係の多様化に伴い、保険募

集人独自の判断で複数保険会社商品の比較推奨販売を行ったり、募集に関連す

る業務の一部をアウトソーシングするようなケースも増えつつある。 

 

これらの状況等を踏まえて、保険業法等の一部を改正する法律（平成２６年

法律第４５号）においては、保険会社が監督責任を負う従来の募集人規制に加

えて、保険募集人に対する積極的な行為義務（情報提供義務、意向把握・確認

義務）が導入されるとともに、規模や業務特性に応じた体制整備を義務付ける

規制が新たに設けられた。 

 

本ガイドラインは、保険業法等の改正を踏まえて、「保険募集人の体制整備義

務」の基本的考え方や留意点について整理し、会員各社が保険募集人に適切な

指導を行う際の参考の用に供するために策定するものである。 

 

 

 

２．保険募集人の体制整備義務に係る基本的考え方 

保険募集人においては、保険募集に関する業務の健全かつ適切な運営を確保

するための措置を講じる必要がある。また、監査等を通じて実態等を把握し、

不適切と認められる場合には、適切な措置を講じるとともに改善に向けた態勢

整備を図る必要がある。 
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加えて、保険募集人は、自らの規模や業務特性に応じて、保険会社における

体制整備に準じた対応を行い、より一層の顧客の信頼を得られるように募集体

制等の質の向上に努めていく必要がある。 

 

なお、保険募集人の規模が小規模であったり、取扱商品数が少ない場合でも、

最低限必要な体制整備が求められることに留意する。 

 

 

Ⅱ．各論 

１．保険募集人の体制整備義務全般 

（１）役員・使用人の適格性の確保等 

保険募集人は、保険募集に従事する役員または使用人の採用・登録申請にあ

たって、法令等により保険募集を行うことができない者ではないこと等を確認

し、その適格性を審査する必要がある。 

また、採用・登録申請時に限らず、保険募集に従事する役員または使用人に

ついては、以下の要件を満たす必要があることに留意する。 

ａ．保険募集に従事する役員または使用人とは、保険代理店から、保険募集

に関し適切な教育・管理・指導を受けて保険募集を行う者であること 

ｂ．使用人については、上記ａ．に加えて、保険代理店の事務所に勤務し、

かつ保険代理店の指揮監督・命令のもとで保険募集を行う者であること 

（注）保険業法第２７５条第３項に規定する場合を除き、保険募集の再委託

は禁止されていることに留意する 

・代理店（出向元等）から代理店（出向先等）へ使用人を形式的に「出向」

「派遣」「雇用」※させたうえで、出向元等が当該使用人の出向先等での

保険募集に関与し、実質的には当該保険募集への関与の対価として、出

向先等から業務委託費等の名目で手数料を収受している場合等は、保険

業法第２７５条第３項に抵触するおそれがある。 

※使用人の契約形態が「出向」「派遣」「雇用」であっても、出向先等に

て教育・管理・指導を受けていない、常態的に出向元等に勤務してい

る等、形式的な場合には監督指針Ⅱ－４－２－１（３）エ．に規定す

る使用人の要件を充足していないと判断されるおそれがあることに留

意する。 

○｢規模や業務特性に応じて｣とは、募集形態や保険募集人の人数、組織的な

管理体制の有無、収入保険料などから、個別具体的に判断する必要がある。 

 

 

○生命保険会社の営業職員や保険代理店の使用人等については、基本的には、

保険会社や保険代理店の教育・管理・指導に従って（保険会社や保険代理

店が作成するマニュアルに沿った業務運営、保険会社や保険代理店が実施

する研修への参加等）、適正に業務を実施することで足りる。 

 

 

 

○保険募集人は、登録内容（所属代理店等）の変更により役員または使用人

を採用する場合も、同様の確認・審査を行う必要があることに留意するこ

と。 

 

○平成２９年３月２８日付年管管発０３２８第５号、金監第６３２号「厚生

年金保険法等に基づく届出の適正化の徹底について」において、保険会社

が所属保険代理店に対し、保険業法はもとより、法令等遵守の観点から、

適切な厚生年金および健康保険（以下、「厚生年金等」という。）に関す

る諸手続きや届出が行われるよう徹底することが求められている。当該文

書は、例えば、以下のような法令違反がある場合には、是正することを求

めている。保険代理店は、記載の事例のみならず、適切な厚生年金等に関

する諸手続きや届出を実施する必要がある。 

・「厚生年金等の被保険者になる者」については、就業規則等で定められた

所定勤務時間、所定労働日数、所定労働時間が「短時間勤務者」に該当

する場合であっても、実際の労働時間（保険募集は保険代理店の指揮監

督で労働に従事する時間となることが必要）が連続する２ヶ月において

当該基準以上となっているにもかかわらず、対象としていない 

・「標準報酬の対象となる報酬」については、基本給部分（最低賃金相当）

のみ標準報酬の対象となる報酬とし、歩合給部分を対象としていない 

等 
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・なお、形式的な「出向」「派遣」「雇用」によって出向元等が利益を得て

いる場合、職業安定法第４４条に規定されている労働者供給事業や、労

働者派遣法第２条に規定されている労働者派遣事業に該当するおそれが

あることに留意する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）法令等の遵守等に係る教育・管理・指導 

保険募集人は、保険募集に関する法令等の遵守、保険契約および公的保険制

度に関する知識の確保（注）、内部事務管理態勢の整備（顧客情報の適正な管

理を含む。）等について、社内規則等に定めて、保険募集に従事する役員また

○厚生年金保険法および健康保険法（平成２８年１０月１日改正）では、次

の使用人は、厚生年金等の被保険者として取り扱う必要がある。 

①雇用期間の定めがなく、常用的に勤務をする正規社員 

②雇用契約や勤務時間に関する規定に基づき、１週間の所定勤務時間およ

び１ヶ月の所定労働日数が正規社員の４分の３以上である有期雇用職員 

③その他、次の要件をすべて満たす短時間勤務者 

・週の所定労働時間が２０時間以上であること 

・雇用期間が１年以上見込まれること 

・賃金の月額が８．８万円以上であること 

・学生でないこと 

・特定適用事業所に勤めていること。なお、特定適用事業所とは、同一

事業主（法人番号が同一）の適用事業所の被保険者数（短時間労働者

を除き、共済組合員を含む）の合計が、１年で６ヶ月以上、５００人

を超えることが見込まれる事業所をいう。 

（注）就業規則や雇用契約書等で定められた所定勤務時間、所定労働日数、

所定労働時間等が②および③の基準未満である者であっても、実際の

労働時間が連続する２ヶ月において当該基準以上となった場合で同様

の状態が続くと見込まれる場合は厚生年金等の被保険者として取り扱

う必要がある。 

なお、保険募集は保険代理店の指揮監督で労働に従事する時間とな

ることに留意する。 

 

○標準報酬の対象となる報酬とは、賃金、給与、手当などの名称を問わず、

労働の対償として受ける全てのものをいい、契約件数等実績に応じて支払

われる報酬は、保険代理店と使用人との間の委託契約が禁じられている観

点から、標準報酬の対象となる報酬に含まれることに留意する。 

 

 

 

○個人代理店や小規模の法人代理店において、独自の社内規則等の策定が難

しい場合には、保険会社等のマニュアルやガイドラインを自らの社内規則

等と位置付け、使用することも考えられる。その場合、従業員に対して、
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は使用人の育成、資質の向上を図るための措置を講じるなど、適切な教育・管

理・指導を行う必要がある。 

 

 

 

 （注）公的保険制度の教育については、公的保険を補完する民間保険の趣旨

に鑑みて、公的保険制度に関する適切な理解を確保するための十分か

つ継続的な教育を行う体制を整備する必要がある 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保険募集人における監査体制については、必ずしも独立した内部監査部門に

よる監査が求められるものではないが、保険募集人の規模や業務特性に応じて、

十分かつ適切な体制になっている必要がある。 

 

 

 

保険会社においては、監査等を通じて、保険募集人が自ら策定・整備したマ

ニュアルや研修の内容、実施状況等の確認を適切に行うとともに、保険募集の

実態を把握し、適切な保険募集管理態勢を構築する必要がある。 

研修を実施し、または所属保険会社が企画する研修への参加を促す必要が

ある。なお、当該マニュアル等に記載されていない業務を行う場合には、

保険募集人自身が社内規則等を定め、使用人への教育・管理・指導や、監

査等を通じた実態把握・改善に向けた取り組みを行う必要がある。 

 

○例えば、継続教育制度標準カリキュラムの受講等を通じて、継続的に教育

を行うことが考えられる。 

 

○対象となる公的保険制度の種類や教育の内容については、各保険会社が、

提供する商品種類・内容等、自社の事業の特性や募集チャネルを踏まえて、

創意工夫を発揮しながら判断して対応することが求められている。 

 

○また、公的保険制度の教育に当たっては、募集人が制度について正しく理

解することが求められており、保険募集に際して、将来の公的保険制度の

信頼性を不当に陥れることや、制度への不安を不当に煽ることがないよう

留意する必要がある。 

 

○「短時間勤務者」を雇用する等の保険代理店においては、勤務実態を把握

したうえで、適切な厚生年金等に関する諸手続きや届出を実施する必要が

ある。また、保険会社、保険代理店は自社の雇用形態が適切な保険募集を

行うに十分なものとなっているか、自社の使用人に対する教育・指導・管

理に要する時間や内容が十分なものとなっているか検証する必要がある。 

 

○比較推奨販売を行う乗合代理店については、法令等の遵守を確保する業務

に係る責任者として、当該代理店の規模や業務特性に応じて、保険募集に

関する法令面・業務面についての知識等を有する人材を配置することが望

ましい。また、内部監査部門にも、当該代理店の規模や業務特性に応じて、

同様の人材を配置することが望ましい。 

 

 

 

 



 

5 

 

 

（３）顧客情報管理 

顧客情報管理（外部委託先を含む。）については、保険募集人の規模や業務

特性に応じた体制を整備し、個人情報保護法に則って適切に対応する必要があ

る。 

なお、個人である顧客の情報に係る安全管理措置等については、保険募集人

の規模や業務特性に関わらず、当該情報の漏えい、滅失またはき損の防止を図

るために、保険募集人において以下の措置を講じることが望ましい。 

・金融分野における個人情報保護に関するガイドライン第８条、第９条およ

び第１０条の規定に基づく措置 

・金融分野における個人情報保護に関するガイドラインの安全管理措置等に

ついての実務指針Ⅰ、Ⅱ、Ⅲおよび別添２の規定に基づく措置 

 

特に、サイバー攻撃による情報漏えい等のリスクに対しては、保険募集人に

おけるサイバーセキュリティを確保する対応を講じていく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、保険募集人が、個人情報を他の所属保険会社の保険募集や兼業部門で

の営業活動等に利用する場合、目的外利用が行われることがないよう、十分に

留意する。 

 

（４）共同募集・共同取扱に係る留意点 

保険会社は、複数の保険募集人が保険募集を共同して行う行為（いわゆる「共

同募集」）を行う場合、各保険募集人が行う業務について、募集規制が適切に

守られているか、募集規制の潜脱となっていないか等、適切な保険募集が行わ

れるよう指導・管理する必要がある。 

 

 

○個人情報保護法（平成２９年５月３０日改正法施行）では、自ら個人情報

を取り扱う保険募集人は取り扱う個人情報等の数に関わらず個人情報取扱

事業者となり、同法の義務が課せられることに留意する。（改正前は、個人

情報により識別される個人の数が５，０００人以下の事業者等は個人情報

取扱事業者に非該当） 

また、同法では、個人情報取扱事業者が個人データを第三者に提供する

場合や第三者から受領する場合、当該個人データの提供先・提供元に係る

情報や個人データの取得経緯等の記録、保存等を行う体制を整備する必要

がある。 

 

 

○標準的なサイバーセキュリティ対策として、強固なパスワードの設定、フ

リーメール利用の原則禁止、不要なデータの定期的な削除等の技術的な安

全管理措置を講じる必要があり、保険募集人は「募集代理店共通自己点検

表」を用いた自己点検を実施することが望ましい。 

○保険募集人の人数が１００名以上もしくは保有契約件数が５，０００件以

上の場合、より高度なサイバーセキュリティの確保を目的に、以下の対応

を講じる必要がある。 

・サイバーセキュリティに関する定期的な教育・研修等の実施 

・サイバー攻撃を想定した演習・訓練等の対応体制の検証 

 

 

 

 

 

 

○保険募集人が、見込み客の発掘や具体的な保険商品の説明を伴わないニー

ズの顕在化といった募集関連行為のみを行い紹介手数料を収受する等、状

況に応じて、共同募集とそうでない場合を使い分ける場合、保険会社およ

び保険募集人は、当該行為において、募集規制の潜脱とならないよう留意
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また、保険会社および保険募集人は、共同募集を行う各保険募集人の業務内

容・範囲および当該業務における顧客サービスの質を明確化・把握する必要が

ある。 

 

保険会社は、「顧客本位の業務運営に関する原則７（従業員に対する適切な動

機づけの枠組み等）」にも留意しつつ、各保険募集人に支払う保険募集手数料に

関し、把握した各保険募集人が担う役務の対価性に照らして相応のものとなっ

ているか、役務やサービスの提供を受ける顧客にもきちんと説明できる合理的

なものであるかといった点も考慮して、業務内容等に応じた適切な保険募集手

数料の配分を設定する必要がある。 

 

なお、募集実態を伴わない、いわゆる「共同取扱」は、保険募集人の自立化

および資質向上の観点および公正な募集の確保の観点から問題があることか

ら、保険会社は、共同取扱に関する社内規定を定めたうえで適正な管理を行い、

保険募集人は、保険会社における共同取扱に関する社内規定等に従い実施する

必要がある。 

 

（５）募集関連行為従事者に係る留意点 

保険募集人が募集関連行為を第三者に委託し、またはそれに準じる関係に基

づいて行わせる場合の留意点については、「募集関連行為に関するガイドライ

ン」も参照するものとする。 

 

する必要がある。 

○保険募集人Ａが保険募集人Ｂに対し、保険業法第２９４条の３に規定する

「保険募集の業務」の一部を委託する場合、保険募集人Ａは通常の募集規

制に加えて、委託業務の的確な実施のために必要な措置を講じる必要があ

る。 

 

○保険会社からの委託範囲によって、保険募集人Ａと保険募集人Ｂの取扱可

能な保険商品が異なる場合、共同募集を行うことができるのは、当該保険

募集人双方が取扱可能な商品のみであることに留意する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○単に「公平・中立」との表示を行った場合には、「所属保険会社と顧客と

の間で中立である」と顧客が誤認するおそれがあることに留意する。また、

｢顧客のために保険募集を行う者｣｢どの保険会社にも属していない｣｢保険

会社から独立した存在である｣といった表示についても、顧客が保険募集人
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（６）誤認防止措置（顧客が誤認するおそれがある表示の禁止） 

保険募集人は、保険会社のために保険契約の締結の代理または媒介を行う立

場を誤認させるような表示を行わないよう留意する。 

 

また、保険募集人は、「所属保険会社の間で公平・中立である」旨の表示の

有無に関わらず、保険会社のために保険契約の締結の代理または媒介を行うと

いう自らの立場について明示する必要がある。特に、比較推奨販売を行う乗合

代理店においては、自らの立場の表示等を適切に行うための措置を社内規則等

に定めたうえで、適切にその実施状況を確認・検証する態勢を構築する必要が

ある。 

なお、比較推奨販売を行う乗合代理店が自らの立場について表示する場合は、

以下の点にも留意することが望ましい。 

・所属保険会社のために保険契約の締結の代理または媒介を行う旨の表示

が、その他の表示と比較して著しく小さくなっていないか 

・自らの立場の表示の近接する場所に、所属保険会社のために保険契約の締

結の代理または媒介を行う旨を表示しているか 

 

（注１）「所属保険会社の間で公平・中立である」のような表示は否定されるも

のではないが、その場合には、商品の絞込みや提示・推奨の基準・理由等

として、特定の保険会社との資本関係や手数料の水準その他の事務手続・

経営方針などの事情を考慮することがないよう留意する。 

 

（注２）表示内容に関わらず、販売手法、その他の商品説明手法とあいまって、

｢保険会社と顧客との間で中立である」と誤認させることがないよう留意す

る。 

 

２．比較推奨販売（比較説明・推奨販売） 

（１）基本的考え方 

乗合代理店においては、以下の点に留意しつつ、比較推奨販売等の業務の健

全かつ適切な運営を確保するための措置を講じる必要がある。そのため、保険

会社による研修・指導を受けることに加えて、乗合代理店自らが十分かつ適切

な体制を整備する必要がある。 

の立場を誤認するおそれがあることに留意する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○本ガイドライン「Ⅱ．２．比較推奨販売（比較説明・推奨販売）」における

「乗合代理店」とは、生保・損保・少短の内訳を問わず、二以上の所属保

険会社等を有する保険募集人をいう。例えば、生保専属・損保専属の代理

店においても、比較推奨販売を行う場合には、本ガイドラインⅡ．２．に
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なお、個人代理店や小規模の法人代理店において独自の体制整備が難しい場

合でも、比較推奨販売を行うのであれば、法令や監督指針を踏まえて、適切か

つ主体的に業務を遂行する体制を整備する必要がある。 

 

また、比較推奨販売に係る体制整備は、一義的には当該販売方法を用いた保

険募集を行う乗合代理店に対して求められるものであるが、保険会社において

も、乗合代理店に対する教育・指導・管理のなかで、適切な比較推奨販売を行

うよう求めたり、問題があれば改善策を指示することが望ましい。 

 

（注１）基本的に比較推奨販売を行わない乗合代理店でも、顧客からの求めが

あったときに例外的に比較推奨販売を行う場合には、そのために必要な体

制を整備する必要がある。 

なお、比較可能な商品の取扱いがない場合にまで、比較推奨販売を行う

ことを求めるものではない。また、顧客が特定の保険会社・特定の商品を

指定し、その範囲内で保険募集が行われている場合には、本ガイドライン

Ⅱ．２．の対象外になる。 

 

（注２）保険業法第９８条第２項に基づく認可を得て、他の保険会社の業務の

代理または事務の代行を行う保険会社についても、社内規則で比較可能な

他社商品の販売を行わない旨を定めている場合を除いて、本ガイドライン

Ⅱ．２．の対象となり得ることに留意する。 

なお、客観的な基準・理由等に基づくことなく、比較可能な商品のなか

から自社の商品のみを顧客に提示・推奨する際には、「その保険会社の営業

留意した体制を整備する必要がある。 

 

○インターネットによる保険募集においても、本ガイドラインⅡ．２．を踏

まえた適切な比較推奨販売に係る体制を整備する必要がある。 

 

○乗合代理店において、募集人ごとや組織（支店・営業部等）ごとに所属保

険会社の担当を決めているような場合でも、本ガイドラインⅡ．２．を踏

まえた適切な比較推奨販売に係る体制を整備する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○乗合代理店が、客観的な基準・理由等に基づき１商品に絞り込んで顧客に

提示しているケースでも、比較推奨販売に該当することに留意する。 
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職員等である」ことが絞込みの理由であると顧客に分かるように説明する

必要がある。 

 

（注３）乗換提案時においては、保険業法第３００条第１項第６号および監督

指針Ⅱ－４－２－２（９）を踏まえて適切に説明を行う必要がある。 

 

（注４）保険募集人が、特定の商品が顧客にとって明白に最適であると判断し

たような場合でも、比較推奨販売のプロセスは省略不可であり、本ガイド

ラインⅡ．２．（３）ア．またはイ．に沿った募集を行う必要がある。 

 

（２）比較説明に関する留意点 

乗合代理店が自ら提示・推奨する商品の優位性を示すために他の商品との比

較を行う場合には、保険業法第３００条第１項第６号に抵触しないよう、当該

他の商品についても、その全体像や特性を正確に顧客に示すとともに、自ら提

示・推奨する商品の優位性の根拠を説明するなど、顧客が保険契約の内容につ

いて正確な判断を行うために必要な事項を包括的に示す必要がある。 

 

（注）比較可能な商品の概要を明示し、求めに応じて内容を説明している場合

や、パンフレットを交付・説明するだけの場合は、監督指針Ⅱ－４－２－

２（９）における比較表示には該当しないものの、概要明示の際に、実質

的に契約内容を比較した場合には、該当することに留意する。 

 

乗合代理店は、商品の比較を行うために用いる募集用資料を独自に作成する

場合には、十分かつ適切な体制を整備する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○他の商品との比較を行う場合には、契約概要など、顧客の正確な判断を行

うために必要な事項を表示した書面を利用し、保険業法第３００条第１項

第６号および監督指針Ⅱ－４－２－２（９）を踏まえて適切に説明を行う

必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

○乗合代理店が、比較に用いる募集用資料の作成に係る体制を整備するにあ

たっては、例えば、以下の点に留意する。 

・適正な表示を確保するための社内規則等を定めるとともに、コンプライ

アンス担当部門によるリーガルチェック等を含めた十分な審査体制が整

備されていること 

・審査担当部門は、資料の作成部門に対して十分な牽制機能が働くような

体制となっていること（両部門を組織的に分離すること等） 

・誤記載等の発生、または、これに起因する苦情等があった場合、社内の

関連部署や所属保険会社と連携し、解決・改善に向けた適切な対応を行

う体制になっていること 



 

10 

 

 

体制が整備された乗合代理店が比較に用いる募集用資料を作成した場合で

も、保険会社は、監督指針Ⅱ－４－１０（適切な表示の確保）や「生命保険商

品の募集用の資料等の審査等の体制に関するガイドライン」（以下、「審査体

制ガイドライン」という。）、「生命保険商品に関する適正表示ガイドライン」

（以下、「適正表示ガイドライン」という。）に基づき、自社引受商品に係る

表示部分の適切性についての審査を省略できないことに留意する。 

また、保険会社は、乗合代理店の十分かつ適切な体制整備を確保するため、

例えば、以下の点に留意して、適切に指導を行う必要がある。 

・比較に用いる募集用資料を作成する場合には、各種法令等を遵守するほか、

審査体制ガイドライン、適正表示ガイドラインも参考にする必要があるこ

と。また、不適正な表示が行われた場合、保険業法第３００条第１項第６

号に抵触するおそれがあること 

・比較に用いる募集用資料を乗合代理店が独自に作成・使用する場合には、

所属保険会社における審査・承認を経る必要があり、また、所属保険会社

が審査・承認する内容は、自社引受商品に係る表示部分に限定されること 

・各保険会社の審査・承認を経た場合でも、募集用資料全体に係る表示の適

切性や使用に係る責任は、作成主体である乗合代理店が負うこと 

 

 

 

（３）推奨販売に関する留意点 

ア．顧客の意向に沿って商品を選別し、商品を推奨する場合 

①比較可能な商品の概要明示 

乗合代理店は、取り扱う商品のなかから、顧客の意向に基づき比較可能な商

品の概要を明示し、顧客の求めに応じて商品内容を説明する必要がある。 

なお、保険募集人が把握した顧客の意向に基づき、保障内容などの商品特性

等に基づく客観的な商品の絞込みを行った場合には、当該絞込み後の商品の概

要を明示することで足りる。 

 

また、ある商品が比較可能な商品に該当するかどうかは、顧客の具体的な意

向、カバーするリスクの種類および保険給付の内容、商品の特性・類型等を踏

 

○体制が整備された乗合代理店が比較に用いる募集用資料を作成した場合、

保険会社は、不合理な審査の遅延等が生じないよう留意する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○顧客の求めに応じていつでも全商品の提示が可能である旨を明示する場合

でも、比較可能な商品の概要明示の代替手段とはならないことに留意する。 

 

 

 

 

○個別具体的な事例に即して判断する必要があるものの、比較推奨販売を適

切に行ったうえで保険契約の申込みに至り、申込後に、結果として他の商
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まえつつ、個別具体的かつ実質的に判断する必要がある。 

 

 

 

 

（注１）顧客の意向に沿って比較可能な商品を絞り込んだ場合、その絞込み

の基準・理由等を分かりやすく説明する必要がある。ただし、既に概要

を明示した商品について、さらなる顧客の意向に基づいて絞込みを行っ

た場合は、改めての概要明示は求められない。なお、「取り扱う商品」と

は、保険会社から販売を委託された商品を指すが、例えば、社内規則に

おいて、店舗ごとに取り扱う商品を決めている場合には、その範囲内と

なる。その場合、他店舗では異なる商品を取り扱っていることを説明す

る必要がある。 

 

（注２）比較可能な商品の概要明示にあたっては、「商品名・引受保険会社名」

が記載された一覧のみでは不十分であり、商品案内パンフレットにおけ

る商品概要のページ等を用いて、商品内容の全体像が理解できる程度の

情報を明示する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注３)乗合代理店が比較推奨販売を行う際に、販売態勢が整っていない新商

品も比較可能になった場合（例えば、引受基準緩和型ではない医療保険に

保険料割増の条件が付加された結果、引受基準緩和型医療保険が比較可能

な商品となった場合など）でも、比較可能な商品の概要明示等の不履行と

はみなされない。 

 

○例えば、「医療保険に加入したい」という顧客の意向が示された後、追加的

に明らかになった顧客の意向（保険料重視なのか保障内容重視なのか等）

に沿って更なる絞込みを行うケースにおいては、必ずしも取り扱う全ての

医療保険の概要を明示する必要はなく、当該絞込み後の商品について概要

を明示することで足りる。 

 

 

 

 

○比較可能な商品の概要明示について、他の書面と一体の書面を用いて行う

ことも認められる。 

 

○銀行等の保険募集指針において求められる情報の提供については、必ずし

も、商品の概要明示にはあたらないことに留意する。 

 

○商品の概要明示に用いる資料の例としては、別紙１（概要明示用資料イメ

ージ）を参照するものとする。なお、別紙１は、保険業法第３００条第１

項第６号および監督指針Ⅱ－４－２－２（９）③に照らして、他の商品と

の比較を行う場合の要件を満たしていないことに留意する。 

 

○別紙１の「基本記載項目」以外の項目のうち、保険料、解約返戻金・解約

返戻率、配当額等については、適正表示ガイドラインや法令・監督指針も

踏まえて、例えば、特定加入条件の下で適用される数値に関して実際より

も著しく優良・有利であるとの誤認を与える表示とならないよう、十分に

留意する。 
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品の提示まで求められるものではないが、例えば、顧客からの照会等が

あった場合には、当該商品を提示しない理由を説明することが望ましい。 

 

②提示・推奨理由の説明 

乗合代理店が特定の商品を提示・推奨する際には、顧客に対してその理由

を分かりやすく説明する必要がある。 

特に、顧客の意向に合致する商品のうち、保険募集人の判断によってさら

に絞込みを行ったうえで商品を提示・推奨する場合には、商品特性や保険料

水準などの客観的な基準・理由等を説明する必要がある。 

（注）比較可能な商品の概要明示を行った後、保険募集人の判断による絞込

みを行わず、顧客の判断のみによって加入する商品が特定された場合に

は、提示・推奨理由の説明は求められない。 

 

特定の商品を提示・推奨する基準・理由等が複数ある場合には、その主た

るものを説明する必要がある。 

 

また、形式的には客観的な基準・理由等に基づく商品の絞込みや提示・推

奨を装いながら、実質的には、例えば乗合代理店が受け取る手数料水準の高

い商品に誘導するために商品の絞込みや提示・推奨を行うことがないよう留

意する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○同じ乗合代理店に所属する複数の保険募集人が、本ガイドラインⅡ．２．

に沿った適切な絞込みを行ったうえで、異なる商品を提示・推奨すること

も否定されない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○例えば、推奨方針、社内規則等において顧客の意向に沿って提案する旨を

掲げる一方で、実際には乗合代理店が受け取る金銭の水準、インセンティ

ブ等を理由に商品の提示・推奨を行うことがないよう留意する。 

 

○乗合代理店が受け取る手数料については、「保険募集手数料」の名目で支払

われるものだけでなく、保険会社から支払われる報酬、その他の対価も該

当し得るため、個別具体的な事例に即して、該当するかどうかを判断する

必要がある。 

 

○例えば、提示・推奨理由として、「当該代理店における販売量の多さ」や

「人気ランキング」、「資料請求件数ランキング」を謳いつつ、実際には、

乗合代理店が受け取る金銭の水準等が高い商品を提示・推奨したり、その

ような商品に誘導しないよう留意する。 

 

○また、監督指針Ⅱ－４－２－１（３）における「法人等に対する対価性のな

い金銭の支払いその他の便宜供与」、「過度の便宜供与」の禁止等を踏まえ
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保険会社による一般乗合代理店に対する保険募集に関する手数料（インセ

ンティブ報酬を含む。）は、保険会社の経営の健全性の確保及び乗合代理店

による保険募集の公正の確保の見地に加え、乗合代理店を含めた保険募集人

に支払われる業務委託費用やサービスの質に応じた対価と考えられるもので

あり、次の観点から設定することが望ましい。 

ａ．保険会社からの委託を受けて乗合代理店が行う業務の対価及び乗合代理

店が顧客に提供するサービスの質に応じた対価として相応しいものとなっ

ているか 

ｂ．役務やサービスの提供を受ける顧客に合理的な説明ができるものとなっ

ているか 

ｃ．顧客の意向に沿った商品の提案・説明を行うための適切な動機付けとな

っているか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）インセンティブ報酬とは、「名目を問わず、販売促進を目的とした

ると、以下の事例は不適切と考えられることに留意する。 

①保険会社が、業務委託費、広告費、協賛金等の名目で、役務の対価また

は販売促進策としての実態がない金銭等を供与する行為 

②ある募集人が実質的に保険募集業務や代理店業務等を何ら行っていない

にも関わらず、他の保険募集人と成績、手数料を折半する行為 

 

○保険会社は、「一般乗合代理店に対する保険募集に関する手数料」を規定化

して委託する代理店に提示することを前提に、左記ａ．～ｃ．のすべてに

留意する必要がある。なお、手数料規程等の有効期間を短期間に設定し、

頻繁に新規程を制定するなど、手数料規程等に形式的な根拠規定のみ定め

ることがないよう留意する。 

 

○保険募集手数料には、左記の留意点を踏まえ、販売量評価だけではなく、

業務品質評価を組み込む必要がある。 

 

○保険募集手数料の体系等については、各保険会社が理想とする代理店像を

踏まえて検討のうえ、保険会社のホームページ等において公表する（注）

必要がある。 

（注）公表内容とは、「理想の代理店像と業務品質との関係」、「業務品質の

寄与度」、「特定の一般乗合代理店（群・属性を含む。）に保険募集手数料

を適用している場合は、その代理店名（群・属性を含む。）・体系・考え

方」などのことである 

 

○例えば、外形的には業務品質を組み込んでいながら実質的には販売量に偏

重している、または、特定の一般乗合代理店（群・属性を含む。）に保険募

集手数料を適用している（結果としてそれらに適用することになった場合

を含む。）にも関わらずその旨を公表していないなど、公表内容が実態と異

ならないよう留意する。なお、特定の一般乗合代理店に保険募集手数料を

適用している場合には、他の一般乗合代理店にも体系・考え方等の実態を

提示する必要がある。 

 

○保険会社は、以下のようなインセンティブ報酬を検討するにあたっては、
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金銭」、「名目を問わず、特定個社の商品販売が提供・継続の条件となっ

ているもの等、実質的に募集に関する報酬と考えられるもの」を指し、「キ

ャンペーン」や「ボーナス」、「表彰・研修等」、「『マーケティング・コスト』

等の名目で、役務の対価としての実態がない、または、対価性の検証が困

難な金銭等」などのことである 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

顧客にその合理性を適切に説明することが可能な範囲内であるか等の観点

から、左記ａ．～ｃ．のすべてに留意して経営陣を交えた十分な議論を行

うことが望ましく、そのうえで、比較推奨を歪めるおそれのあるインセン

ティブ報酬を支給する場合（結果として支給している場合を含む。）には、

その実態を保険会社のホームページ等において公表（注）する必要がある

など、特に留意を要する。 

（注）公表内容とは、「インセンティブ報酬の有無」、「特定の一般乗合代理

店（群・属性を含む。）にインセンティブ報酬を支給している場合は、そ

の代理店名（群・属性を含む。）・支給状況」などのことである 

・一定の期間中の特定商品の成果に対して、保険募集手数料に加算して支

給するもの 

・一定の販売量（年換算保険料・件数等）に偏重した基準を設定し、当該

基準に達した場合に、保険募集手数料に加算して支給するもの 

・表彰・研修等（注）（異なる名目や本店所在地という理由で海外等に招待

する行為を含む） 

（注）「社会通念からみて過度」に該当し得る表彰・研修等の具体的な基

準は別紙３を参照 

・「マーケティング・コスト」、「業務委託費」、「広告費」、「協賛金」、「支援

金」等の名目で、役務の対価としての実態がない、または、対価性の検

証が困難な金銭等を支給するもの 

・継続率基準や研修等の受講条件、その他募集品質に関する何らかの基準

を設定したうえであるものの、実質的には特定の会社商品の販売促進を

目的とした金銭等を支給するもの 

・ある商品種別において、自社の商品のみを取扱っていることを条件に加

算手数料を支給するもの 

・特定の会社の商品や払方等を指定し推奨商品として取扱うことや、特定

の会社の商品のみを取扱っていることを条件に、特定期間の販売量に応

じた加算手数料や本来代理店が負担すべき募集人の採用費用等を支給す

るもの 

・保険募集人指導事業を行う乗合代理店がフランチャイジーから対価が支

払われている業務に重ねて支給するもの 

・保険募集人指導事業を行うフランチャイザーが、フランチャイジー分を
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含む一定の販売量（年換算保険料・件数等）に達した場合に、基本手数

料に加算して支給するもの 

・特定の募集関連行為従事者への委託等を推奨されている場合や特定の保

険会社の商品の販売量を供与・継続の条件として募集関連行為従事者に

対する紹介料を支給するもの 

 

○なお、保険会社以外が検討・支給する場合であっても、特定保険会社の商

品の販売を前提に支給される場合には、同様の論点があることに留意す

る。 

 

○例えば、外形的には上記に該当しなくても実質的には比較推奨を歪めるお

それのあるインセンティブ報酬を支給している、または、特定の一般乗合

代理店（群・属性を含む。）に同様のインセンティブ報酬を支給している（結

果としてそれらに支給することになった場合を含む。）にも関わらずその旨

を公表していないなど、公表内容が実態と異ならないよう留意する。なお、

特定の一般乗合代理店にインセンティブ報酬を支給している場合には、他

の一般乗合代理店にも体系・考え方等の実態を提示する必要がある。 

 

○保険会社は、費用の妥当性を確認しないまま支給し、支給後も実際に支出

した金銭が対象費用に充当されたことを確認せず対価性の検証が不十分な

場合など、実質的にみて、上記の「マーケティング・コスト」、「業務委託

費」、「広告費」、「協賛金」、「支援金」等と同様とみられるものについても

留意する。なお、費用の対価性については、社会通念上、その内容（乗合

代理店に支払われる金額や名目等）にも配意した厳格な検証が必要になり、

顧客にきちんと説明ができる合理的なものであることが求められる。 

 

○保険業法施行規則第２３６条の２に定める「規模が大きい特定保険募集人」

においては、上記①・②について事業報告書への記載も必要となることに

留意する。 

また、「規模が大きい特定保険募集人」が適切な事業報告書を作成できるよ

う、基本手数料欄については保険募集手数料のほか、例えば保険会社によ

る乗合代理店に対する販売促進策や便宜供与等のような「報酬、その他の
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（注２）乗合代理店が特定の商品を提示・推奨する基準や理由等は、当該代

理店が定めるものであり、所属募集人ごと各々の事情に応じた基準・理

由等による提示・推奨が許容されるものではない。 

 

③比較可能な商品の範囲の誤認防止措置 

乗合代理店は、取り扱う商品全体または特定商品分野内における実際の取

扱商品数よりも多くの商品から選択できるかのような表示を行わないなど、

比較可能な商品の範囲について顧客に誤認を与えないための措置を講じるこ

とが望ましい。 

 

イ．客観的な基準・理由等に基づくことなく特定商品の提示・推奨を行う場合 

乗合代理店が、商品特性や保険料水準などの客観的な基準・理由等に基づ

くことなく、商品を絞込みまたは特定の商品を提示・推奨することも否定さ

れない。ただし、その場合には、合理的な基準・理由等（特定の保険会社と

の資本関係やその他の事務手続・経営方針上の理由を含む。）を顧客に分か

りやすく説明する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報酬の額を含む」に該当するものが適切に含まれているかについて、適宜、

提供する数値や資料等の検証を実施する必要がある。 

※「規模が大きい特定保険募集人」については、本ガイドラインⅡ．10．

も参照 

 

 

 

 

 

○例えば、特定の保険種類について取り扱う商品が１商品のみである乗合代

理店は、取り扱う全ての保険種類で「複数」の保険会社の商品のなかから

選択できるとの誤認を与えるような表示を行わないことが望ましい。 

 

 

 

○例えば、特定の保険会社の系列代理店において、特定の保険会社の商品を

提示・推奨する場合には、当該代理店が系列代理店である旨を説明するこ

とで足りる。また、当該代理店、その親会社、系列会社等が特定の保険会

社の主要株主である場合等についても、その事実を説明することで足りる。 

 

○他に比較可能な商品があるにも関わらず、取扱商品一覧等にあらかじめ選

定した特定の商品群を記載する場合には、その選定理由等を適切に説明す

る必要がある。そのうえで、顧客の意向に基づき絞込みを行った場合には、

本ガイドラインⅡ．２．（３）ア．①および②に基づいて概要を明示し、

提示・推奨の基準・理由等を説明する必要がある。 

 

○例えば、本ガイドラインⅡ．２．（３）イ．に沿って一定数まで商品を絞

り込んだ後に、本ガイドラインⅡ．２．（３）ア．に沿って顧客の意向お

よび客観的な基準・理由等に基づく絞込みを行い特定の商品を提示・推奨

する場合、本ガイドラインⅡ．２．（３）イ．の方法による絞込み後の商

品の概要を明示することで足りる。 
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（注１）基準・理由等が複数ある場合には、その主たるものを分かりやすく

説明する必要がある。 

 

（注２）「所属保険会社間で公平・中立である」ことを表示する場合には、

商品の絞込みや提示・推奨の基準・理由等として、特定の保険会社との

資本関係や手数料の水準その他の事務手続・経営方針などの事情を考慮

することがないよう留意する。 

 

（４）社内規則等の策定 

乗合代理店は、比較推奨販売を適切に行うための措置について、社内規則等

において定めたうえで、適切にその実施状況を確認・検証する態勢を構築する

必要がある。 

（注）乗合代理店は、比較推奨販売に係る実施状況の適切性を確認・検証し、

必要に応じて改善することが重要であり、適切性の確認・検証に資する記

録や証跡等を代理店自身が保存する必要がある。 

 

なお、乗合代理店は、比較推奨販売の手法に応じて、社内規則等に以下のａ．

～ｃ．に掲げる事項を定める必要がある。 

また、社内規則等に定めた以下のａ．～ｃ．に掲げる事項や代理店の立場等

について、書面による交付または説明、店頭への掲示、ホームページの活用等

により顧客に周知することも考えられる。 

ａ．比較可能な商品の概要明示を行ったうえで、客観的な基準・理由等に基

づき商品の絞込みまたは特定商品の提示・推奨を行う場合は、その方針、

○本ガイドラインⅡ．２．（３）イ．に沿って商品を提示・推奨する場合、そ

の基準・理由等が合理的であれば、乗合代理店の店舗や保険募集人ごとに

異なることも許容され得る。その場合、店舗や保険募集人ごとの基準・理

由等を顧客に分かりやすく説明することに加えて、例えば当該代理店とし

て提示・推奨する商品の範囲を示すなど、顧客の商品選定機会を確保する

必要がある。また、当該代理店においては、合理的な基準・理由等の設定、

顧客への適切な説明等について、所属する保険募集人に対して教育・管理・

指導を行うとともに、実施状況等を確認・検証する必要がある。 

 

○例えば、主たる理由が手数料水準である場合には、そのことを説明する必

要がある。なお、主たる理由が手数料水準であるかどうかは、実態に即し

て、個別具体的に判断する必要がある。 
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基準・理由等 

ｂ．客観的な基準・理由等に基づくことなく商品の絞込みまたは特定商品の

提示・推奨を行う場合は、特定の保険会社との資本関係やその他の事務手

続・経営方針上の理由などの合理的な基準・理由等 

ｃ．基本的には比較推奨販売を行わないものの、顧客の求めに応じて例外的

に比較推奨販売を行うことがある場合は、その旨 

 

３．商号等の使用許諾 

保険募集人が他人（他の保険募集人を含む。）に対して商号等の使用を許諾し

ている場合には、両者が異なる主体であることや保険商品の品揃えの相違点を説

明するなど、当該他人が当該保険募集人と同一の事業を行うものと顧客に誤認さ

せないための適切な措置を講じる必要がある。 

 

（注）商号等の使用を他人に対して許諾した保険募集人は、当該他人が顧客の

誤認防止のための適切な措置を講じているかを確認し、措置が不十分な場

合には適切な対応を求める必要がある（最終的には、当該他人に対する商

号等の使用の許諾を適切に終了させる措置を含む。）。 

 

４．保険募集人指導事業（フランチャイズ事業等） 

（１）フランチャイザーにおける体制整備 

保険募集人指導事業（フランチャイズ事業等）を行う保険募集人（以下、「フ

ランチャイザー」という。）については、通常の保険募集人としての体制整備

に加えて、以下の体制を整備する必要がある。 

 

 

 

 

（注１）保険募集人における保険募集の業務のあり方を規定しないコンサルテ

ィング等の業務については、その名称に関わらず、保険募集人指導事業に

該当しないことに留意する。 

 

（注２）保険会社との委託契約や保険会社の指示に基づき統括代理店が被統括

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○フランチャイザー・フランチャイジーともに、公正取引委員会の「フラン

チャイズ・システムに関する独占禁止法上の考え方について」等に十分留

意した業務運営を行うことが望ましい。 

 

○例えば、担当所管を明確にし、担当部署に一定の知識・経験を有する者を

配置するなど、適切に教育・管理・指導を行う態勢を構築する必要がある。 

 

○｢コンサルティング｣とは、例えば、店舗レイアウトなどに係るコンサルテ

ィングのみを行う場合等が考えられる。 
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代理店に行う教育・管理・指導（いわゆる三者間スキーム）については、

屋号を共通して使用する場合など、「保険募集人指導事業」に該当し得るこ

とに留意する。ただし、その場合であっても、保険募集人指導事業とは目

的や内容等が異なることから、必ずしも本ガイドラインⅡ．４．に規定す

る措置を一律に講じる必要はない。 

 

ア．指導対象保険募集人への指導等 

指導対象保険募集人（以下、「フランチャイジー」という。）における保険

募集の業務について、適切に教育・管理・指導を行う態勢を構築し、必要に

応じて改善等を求めるなどの措置を講じる必要がある。 

 

イ．実施方針の策定等 

フランチャイジーに対する指導について実施方針を策定するとともに、フ

ランチャイジーと適切なフランチャイズ契約を締結する必要がある。 

 

 

 

 

 

実施方針については、フランチャイズを行う上での留意事項（業務の方法・

条件等）を記載する必要があり、また、実施方針を社内規則等に定めるとと

もに、保険会社に実施状況を報告することが望ましい。 

なお、フランチャイジーにおいては、フランチャイザーが策定する実施方

針に則して、適切な保険募集を行う体制を整備する必要がある。 

 

（２）保険会社が行うべき教育・管理・指導 

フランチャイザーがフランチャイジーを指導することによって、保険会社に

よるフランチャイジーへの教育・管理・指導の責任が免除されるものではない。

保険会社から保険募集人への直接の教育・管理・指導は不可欠であり、保険会

社においては、フランチャイザーが行う教育・管理・指導とあいまって、適切

な保険募集を行わせる態勢を構築する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○フランチャイザーとフランチャイジー間で所属保険会社が異なる場合は、

顧客の誤認等を防止する観点から、フランチャイズ契約において、例えば、

以下の項目を定めることが望ましい。 

・フランチャイザーとフランチャイジーで取り扱う商品が異なる場合に

は、フランチャイジーはその旨を顧客に説明すること 

・フランチャイジーが法人である場合、フランチャイジーはフランチャイ

ザーと別法人である旨を顧客に説明すること 
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また、保険会社においては、保険募集人に教育・指導・管理を行うなかで、

適切な保険募集人指導事業を行うことを求めたり、不適切な事象が判明した場

合は改善に向けた取組み等を求めることが望ましい。 

 

（注）本来フランチャイジーがフランチャイザーに支払うべき金銭（商標使用

料、コンサルティング料等）をフランチャイジーの所属保険会社が支払う

ケースについては、何らの名義を問わず対価性が無い支払いと判断される

おそれがあることに留意する。 

 

 

 

 

５.意向の把握・確認義務 

保険会社および保険募集人においては、顧客の意向の把握等に関して、申込

みを行おうとする商品が顧客の意向に合致した内容であることを顧客が確認す

る機会を確保し、顧客が自らのライフプランや公的保険制度を踏まえ、自らの

抱えるリスクやそれに応じた保障の必要性を適切に理解しつつ、顧客が保険商

品を適切に選択・購入することを可能とするため、そのプロセス等を社内規則

等で定めて、所属する保険募集人に適切な教育・管理・指導を行うとともに、

以下のような体制を整備する必要がある。 

 

 

（注）老齢年金制度の情報提供に関しては、例えば、個人年金保険の加入等に

際して、適宜、厚生労働省が提供している「公的年金シミュレータ―」

に関する情報提供を行う体制を整備することが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○保険会社および保険募集人においては、例えば、意向把握・確認に係るプ

ロセス等の有効性や苦情の発生状況を定期的に検証しながら、社内規則等

や教育・管理・指導の実施内容について必要に応じて改善していくことが

考えられる。 

 

○乗合代理店が意向把握・確認の主体である場合、保険会社は、適切な監査

等に加えて、申込みのあった自社商品に係る意向把握・確認が適切である

かを確認することで足りる。 

 

○公的保険制度に関する情報提供にあたっては、例えば、保険会社等の情報

提供ツールのほか、特に老齢年金制度については当協会が作成している情

報提供ツール(別紙４)を使用※して情報提供を行うことも方法の１つとし

て考えられる。 

※使用方法としては、当協会が作成する情報提供ツールが掲載されている

当協会 HPのリンクをパンフレット等に掲載することが考えられる。パン

フレット等の改訂に時間を要する場合は、改訂するまでの経過措置とし

て、当協会が作成する情報提供ツールのデータを保険募集人宛てに提供

し、必要に応じて保険募集人にて顧客宛てに提示・配布する方法も考え

られる。 
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（１）意向把握に係る体制整備 

保険会社または保険募集人のいずれか、または双方において、意向把握に係

る業務の適切な遂行を確認できる措置を講じる必要がある。そのため、例えば、

適切な方法により、保険募集のプロセスに応じて、意向把握に用いた帳票等（例

えば、アンケートや設計書等）であって、監督指針Ⅱ－４－２－２（３）①ア．

に規定する顧客の最終的な意向と比較した顧客の意向に係るものおよび最終的

な意向に係るものを保存するなどの措置を講じる必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１） 顧客の意向に関する情報の収集や提供等に際しては、個人情報保護法

（利用目的の明示や第三者提供に係る同意等）や銀行等の窓口販売におけ

る弊害防止措置などの関係法令等を遵守する必要がある。 

 

（注２）意向把握に用いた帳票等については、保険契約締結日から、保険会社

または保険募集人が事後的に検証するために適当と考える期間保存する必

要がある。 

 

 

○また、情報提供の対象となるのは、募集を行う保険商品の種類に応じて、

特に関係の強い公的保険制度であり、情報の内容や量については、各保険

会社が、提供する商品種類・内容等、自社の事業の特性や募集チャネルを

踏まえて、創意工夫を発揮しながら判断して対応する必要がある。 

 

 

○意向把握書面と意向確認書面は、それぞれが分離して記載されている形を

前提に、同一書面とすることも許容される。 

 

○複数の保険募集人が共同して保険募集を行う場合、意向把握に用いた帳票

等の保存は、複数のうち一人の保険募集人が行うことも認められる。 

 

○保険募集人が意向把握に用いた帳票等を保存する場合、保険会社による保

存までは求められないが、保険会社は保険募集人に対して適切に保存を行

うよう求めるなどの態勢を整備する必要がある。一方で、保険会社が保存

する場合、保険募集人による保存までは求められないが、乗合代理店につ

いては、複数保険会社の商品を取り扱うことを踏まえて、原則として、当

該代理店において保存することが望ましい。なお、意向把握に際して、募

集過程で作成された帳票等全てを保存する必要はない。 

 

○当初の把握意向をその時点で帳票等にしておく必要はないが、最終的には

帳票等で保存（電子媒体による保存を含む。）するなどの措置を講じる必

要がある。 

 

 

 

 

○監督指針Ⅱ－４－２－２（３）①ア．（注２）の方法で設計書を用いて意向

把握を行う場合、当該設計書自体についても一定期間保存する必要がある。 

 

○成約に至らなかった顧客の意向把握に用いた帳票等の保存は、法令上求め
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（２）意向確認に係る体制整備 

保険会社または保険募集人は、契約の申込みを行おうとする保険商品が顧客

の意向に合致した内容であることを顧客が確認する機会を確保し、顧客が保険

商品を適切に選択・購入することを可能とするため、適切な遂行を確認できる

措置を講じる必要がある。 

 

６.特別利益の提供の禁止 

保険会社または保険募集人は、保険業法で禁止されている「特別利益の提供」

が行われないよう、適切な体制を整備する必要があり、例えば、以下の点等に

留意する。また、別紙２（「特別利益の提供の禁止」に係る留意事項）の記載

内容に留意し体制を整備する必要がある。 

 

（１）遵守主体に係る留意点 

保険業法第３００条第１項第５号を遵守する立場にあるものとは、具体的に

は、保険会社等若しくは外国保険会社等、これらの役員（保険募集人である者

を除く。）、保険募集人または保険仲立人若しくはその役員若しくは使用人を

いう。また、同法第３００条第１項第８号に基づき保険会社等若しくは外国保

険会社等の特定関係者（同法第１００条の３）が特別の利益の供与を約し、ま

たは提供していることを知りながら、契約の申込みをさせる行為についても規

制の対象になることに留意する。 

 

（２）兼業代理店等に係る留意点 

他業を兼業する保険募集人が他業の顧客に対して各種のサービスや物品等の

提供を行う場合や、保険会社や保険募集人からの委託またはそれに準じる関係

等にある第三者が同様に行う場合であっても、それらサービス等の費用を保険

会社や保険募集人等が実質的に負担していたり、顧客への訴求方法等によって、

保険契約の締結または保険募集に関して行われたと認められるときには、保険

業法第３００条第１項第５号または第９号に該当し得ることに留意する。 

られるものではないが、個人情報保護法にも十分留意しつつ、事後的な検

証・改善を図る観点から、不成立となった意向把握に用いた帳票等の一部

を保険会社または保険募集人が適当と考える期間残すことも考えられる。 

 

 

○監督指針Ⅱ－４－２－２（３）①ア．またはこれと同等の方法を用いる場

合に具体的に必要となる措置は、監督指針Ⅱ－４－２－２（３）④イ．（ア）

～（サ）を参照する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○例えば、一般事業会社が保険会社に出資して主要株主となる場合、保険業

法第１００条の３により当該事業会社は当該保険会社の特定関係者となり

得る。 

 

 

 

 

 

 

○例えば、通信事業（携帯電話会社等）を営む兼業代理店が、通信事業の顧

客に対して、保険契約への加入が条件であることの訴求と併せて、通信事

業に関する契約に基づく顧客の支払債務（携帯電話の利用料金等）を減免

する行為は禁止行為に該当すると考えられる。 
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（３）クレジットカード会社等が会員に提供する無償保険に係る留意点 

クレジットカード会社等が会員に提供する無償保険（会員による保険料負担

がない保険）について、有償保険（会員による保険料負担がある保険）の募集

を同時に行う場合、もしくは、無償保険期間中にその情報を利用して有償保険

を募集する場合は、保険業法第３００条第１項に定める「保険契約の締結、保

険募集又は自らが締結した若しくは保険募集を行った団体保険に係る保険契約

に加入することを勧誘する行為その他の当該保険契約に加入させるための行為

に関して」に該当する。 

したがって、この場合、同項第５号に定める「特別利益の提供の禁止」との

関係に留意する必要がある。 

 

 

７．法人向け保険 

保険募集人は、法人向け保険を募集するにあたっては、監督指針Ⅱ－４－２

－２（１７）③イ．（ウ）の規定を踏まえ、保険本来の趣旨を逸脱する保険加

入が行われないよう、当該保険商品が想定している顧客のニーズとの関係を分

かりやすく説明を行い、原則、節税効果はない旨説明を行う態勢を構築する必

要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○例えば、無償保険と有償保険の保障内容が完全に一致している場合には、

無償保険の提供が有償保険の「実質的な保険料の割引・割戻し」に該当す

ると考えられる。無償保険と有償保険の保障内容が完全に一致している場

合とは、例えば入院給付金日額1千円の保障が無償保険として、その上乗せ

の入院給付金日額1万円の保障が有償保険として提供される場合をいう。一

方、完全に一致している場合に該当しないものであっても、監督指針Ⅱ－

４－２－２（８）に基づき、「特別の利益」への該当性が判断されることに

留意する。なお、完全に一致している場合に該当しないものとしては、有

償保険・無償保険が同一の保険種類であり、いずれかの保障内容の一部を

切り出した無償保険を提供する場合などをいう。 

 

 

○「法人向け保険商品にかかる顧客向けの注意喚起事項」として、設計書や

パンフレット等で当該保険商品が想定している顧客ニーズとの関係につい

て分かりやすく説明するとともに、「支払保険料を損金算入しても、保険

金や解約返戻金等は益金に算入され、原則、課税される金額は同額となり、

節税効果はない。法人から役員等への名義変更についても、原則、節税効

果はない」旨の説明を行うことが考えられる。 

 

○損金算入額累計額に法人税等実効税率を乗じた金額を踏まえて計算した返

戻率（以下、当該返戻率）については、顧客から質問・照会を受けたやむ

を得ない場合であっても「支払保険料を損金算入しても、保険金や解約返

戻金等は益金に算入され、原則、課税される金額は同額となり、節税効果

はない。法人から役員等への名義変更についても、原則、節税効果はない」

旨をあわせて説明すること。 

 

○当該返戻率を数値として提示することの性質上、顧客に誤解を与える可能

性を払拭することは容易ではなく、慎重な対応が必要であり、募集人に対

して相応の教育や顧客への事後モニタリング等が必要となる点に留意する

こと。 



 

24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．保険募集人が顧客に対して明らかにする氏名に係る体制整備 

保険業法では、保険募集人は保険募集を行おうとするときは、あらかじめ顧

客に対し、以下の事項を明らかにする必要があるとされている。保険代理店に

よる保険募集に従事する役員または使用人への教育・管理・指導にあたっては

これらの点に留意する。 

ａ．所属保険会社等の商号、名称又は氏名 

ｂ．自己が所属保険会社等の代理人として保険契約を締結するか、又は保険

契約の締結を媒介するかの別 

ｃ．保険募集人の商号、名称、又は氏名 

ｄ．保険募集人が保険募集再委託者の再委託を受けるときは、当該保険募集

再委託者の商号又は名称 

 

 

 

 

 

○上記の説明にあたって以下の対応を実施したとしても、顧客に誤解を与え

る可能性を払拭することは容易ではなく、慎重な対応が必要であり、募集

人に対して相応の教育や顧客への事後モニタリング等が必要となる点に留

意すること。 

・当該返戻率の記載に加えて「実際の保険金や解約返戻金等の益金に法人

税等が課税されること」を注意文言により説明する対応 

・「実際の保険金額や解約返戻金額等の益金に法人税等実効税率を乗じた

金額」を併記する対応 

 

○その他、例えば当該返戻率に代えて「実際の保険金額や解約返戻金額等の

益金に法人税等実効税率を乗じた金額を加味した返戻率」を記載、または

当該返戻率と併記することも考えられなくもないが、その場合であっても

この返戻率の意味合いの説明も含め、顧客に誤解を与える可能性を払拭す

ることは容易ではなく、慎重な対応が必要であり、募集人に対して相応の

教育や顧客への事後モニタリング等が必要となる点に留意すること。 

 

 

○乗合代理店の場合には、保険募集を行おうとする保険契約の引受会社とな

る所属保険会社等の商号等を明示する。 

 

○氏名とは戸籍・住民票等に記載されている氏名（又はその者が過去に称し

ていた氏名であって、その者に係る戸籍又は除かれた戸籍に記載又は記録

がされているもの（以下、「旧姓」という。））をいう。 

 

○旧姓を使用する保険募集人については、募集人登録システムにおいて当該

旧姓を登録することが望ましい。ただし、旧姓使用について募集人登録シ

ステムへの旧姓登録を要件とするか否か、募集人登録システム上の姓（旧

姓を登録している保険募集人については、当該旧姓を含む。以下同じ。）

と異なる姓の使用を認めるか否かについては、各保険会社または保険代理

店の判断に委ねられる。 
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９．不祥事件 

保険代理店は、その役員または使用人が不適切な事故を惹起した場合、事実

関係の真相究明、同様の問題が他の事務所等で生じていないかを確認するとと

もに、その原因分析等により、実効性のある再発防止への取組みを行う必要が

ある。 

加えて、乗合代理店において一部の所属保険会社に関する不適切な事故が発

生した場合、他の所属保険会社等の保険募集において同様の事故が発生してい

ないかを確認し、発生している場合には、直ちに関連する所属保険会社等に連

絡する必要がある。 

保険会社においては、保険代理店に対して、不祥事件に係る適切な体制整備

を指導するとともに、監査等を通じて、その実態を把握し、適切な管理体制が

構築されているか確認する必要がある。 

 

10．規模が大きい特定保険募集人 

次のいずれかの条件にあてはまる場合、保険業法施行規則第２３６条の２で

定める「規模が大きい特定保険募集人」に該当する。 

 

【条件１】直近の事業年度末において、所属保険会社等の数が１５社以上 

【条件２】所属保険会社等の数が２社以上で、直近事業年度の手数料・報酬等

○保険会社または保険代理店が、所属する保険募集人による募集人登録シス

テム上の姓と異なる姓の使用※を認める場合には、顧客等（利害関係人、

引受保険会社を含む、以下同じ）からの当該保険募集人に関する苦情や照

会等に備え、次の点に留意した体制を整備する必要がある。 

※戸籍姓のみを登録していながら旧姓を使用するケース、旧姓も登録して

いるが当該旧姓とは異なる旧姓を使用するケースが考えられる 

 

＜顧客等からの苦情や照会等に対応するための体制整備例＞ 

①募集人登録システム上の姓と異なる姓を使用する自社内の保険募集人を

把握 

②当該保険募集人が使用する「氏名」と「募集人登録システム上の氏名」

が併記された管理簿を備置する等の方策を整備 

③当該管理簿を顧客等からの苦情や照会等を受ける自社内の所属と共有 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○保険会社は、「規模が大きい特定保険募集人」に対し、「帳簿書類・事業報

告書作成要領」等を作成・提供するとともに、適切な帳簿書類・事業報告

書の作成に必要な数値や資料等を提供する必要がある。 

 

○なお、保険会社が「帳簿書類・事業報告書作成要領」等を作成するにあた
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の合計額が１０億円以上 

 

 

｢規模が大きい特定保険募集人｣に該当した場合、その事務所ごとに、その業

務に関する帳簿書類を備え、保険契約者ごとに保険契約の締結の年月日その他

の事項を記載し、これを保存しなければならない（保険業法第３０３条）。 

また、事業年度ごとに事業報告書を作成し、毎事業年度経過後３ヵ月以内に、

これを内閣総理大臣に提出しなければならない（保険業法第３０４条）。 

 

 

 

11．電磁的手段を用いた保険募集等 

保険会社および保険募集人においては、保険募集に際して電磁的手段を説明

や交付に用いる場合、関連法令に定める手続を確実に遵守し、一連の募集プ

ロセスが適切に行われるための体制を整備する必要がある。 

 

（注１）書面の交付に代えて電磁的方法による提供を行う場合には、事前に顧

客の承諾を得ることが必要である。また、保険業法施行規則第２２７条の

２第４項、同第２３４条第４項、同第２３４条の２１の２第２項、および

同第２３４条の２７第４項に規定される「電磁的方法」の具体的な内容

は、同第２２７条の２第７項、同第２３４条第７項、同第２３４条の２１

の２第５項、および同第２３４条の２７第７項にそれぞれ定められてお

り、例示すると概ね次のとおりである。 

a. 電子メールを利用して送信する方法  

b. 保険会社または保険募集人のホームページからダウンロードする方法  

c. 保険会社または保険募集人のホームページ（パスワード・証券番号等

による認証が必要とされる特定のページ）に備えられた顧客ファイル

に記録し、閲覧に供する方法  

d. 保険会社または保険募集人のホームページ（通常、パスワード・証券

番号等による認証を要しない一般のページ）に記録し、閲覧に供する

方法  

っては、当協会が作成する「帳簿書類・事業報告書作成要領（保険会社用

ひな形）」を参考とすることが望ましい。 

 

○適切な態勢整備がなされることを前提に、｢規模が大きい特定保険募集人｣

となるか否かを含め、所属保険会社等の数をいくつにするかは、顧客ニー

ズに応えるという観点を踏まえ、保険代理店が経営判断を行うことが重要

である。当局による監督等は「規模が大きい特定保険募集人」であるか否

かに関わらずなされているところ、事業報告書を提出することにより当局

に着目等をされることへの懸念を理由に所属保険会社等の数を抑制する場

合には、「顧客本位の業務運営の原則」の観点より慎重な判断が必要である。 

 

 

○電磁的手段を用いた説明とは、ＰＣ、スマートフォン、またはタブレット

端末等の電子計算機に説明事項を表示して行うものを指し、以下のよう

な態様が考えられる。 

・保険募集人が使用する電子計算機に説明事項を直接表示しつつ、口頭で

説明を行うもの（「非書面」） 

・顧客が使用する電子計算機にインターネット等を通じて説明事項を表示

させ、電話やテレビ会議システム等により口頭で説明を行うもの（「非

対面・非接触」かつ「非書面」） 

・顧客が使用する電子計算機にインターネット等を通じて説明事項を表示

させ、当該表示をもって説明に代えるもの（「非対面」かつ「非書面」） 

（注）「非接触」の方式とは、テレビ会議システム等、映像と音声の送受

信により相手の状態を相互に認識しながら通話できる方法を指す。 

 

 

○電磁的手段を説明や交付に用いる場合としては、対面による説明の前後に

電磁的手段で募集関連文書の交付を行うケースや、インターネットによ

る保険募集のように非対面で募集プロセスを完結させるケース等が考え

られ、その態様に応じ適切な情報提供を確保するための措置が必要とな

る。 
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e. フロッピーディスクまたは CD－ROM等の記録媒体に記録し、当該記録

媒体を交付する方法 

なお、保険業法第３０９条第１項第１号の保険契約の申込みの撤回等に

関する事項を記載した書面の交付に代えて、電磁的方法により提供する場

合、その方法は上記 a. b. e.のいずれかに限られることに留意する（同法

第２項、保険業法施行規則第２４０条の２第１項）。 

 

（注２）高齢顧客への電磁的方法を用いた交付については、高齢者向けの生命

保険サービスに関するガイドラインⅡ１．に従い、適切に行う必要があ

る。 

 

とりわけ、説明や交付の態様に応じ「非対面・非接触」「非書面」といった

特性が生じることを踏まえ、監督指針Ⅱ－４－２－２（２）⑩のほか、以下

の規定も参考に、適切な情報提供を確保する体制を整備する必要がある。 

 

（１）電磁的媒体での契約概要・注意喚起情報および契約締結前交付書面の作

成 

契約概要・注意喚起情報および契約締結前交付書面について、電磁的媒体で

作成する場合、その特性を踏まえ、顧客にとって見やすく理解しやすい内容

や表示にする。とりわけ、保険業法施行規則第２２７条の２第３項第６号か

ら第９号、同２３４条第１項第６号、および同２３４条の２１の２第１項第

４号から第７号に定められる内容は、特に顧客に了知および注意を促す必要

がある事項であり、フォントや表示箇所を工夫する等、顧客にとって理解し

やすく、かつ、重要性を強調した表示となるよう、留意して作成する。 

 

（２）非対面・非接触の方式による情報の提供および交付書面の記載事項を了

知した旨の確認 

インターネット等を用いて非対面・非接触の方式による募集を行う場合、契

約概要および注意喚起情報を記載した書面、契約締結前交付書面並びに規則

第２２７条の２第３項第９号及び規則第２３４条の２１の２第１項第７号に
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定める書面を交付（電磁的方法による提供を含む）するにあたっては、監督

指針Ⅱ－４－２－２（２）⑩カ．の規定を踏まえ、対面で説明を行うのと同

程度の情報の提供および説明が行われる体制を整備する。 

また、監督指針Ⅱ－４－２－２（２）⑩コ．の規定を踏まえ、対面の方式で

書面を交付して説明する場合と同程度に、顧客が書面の記載事項を了知した

旨の確認が適切に行われる体制を整備する。 

とりわけ、インターネット等を用いた非対面・非接触による特定保険契約・

一時払保険契約の募集について、保険業法施行規則第２２７条の２第３項第

６号および第７号、同２３４条第１項第６号、ならびに同２３４条の２１の

２第１項第４号から第７号に定められる内容は、特に顧客に了知および注意

を促す必要がある事項であることに留意し、情報の提供および顧客の了知の

確認についての措置を講じる。 

 

 

12．その他 

上記以外の保険募集管理態勢についても、保険募集人の規模や業務特性に応

じて、保険会社に準じた体制を整備する必要がある。 

 保険募集人の体制整備の状況に問題があると認められるときは、必要に応じ

て保険業法第３０５ 条に基づき報告を求められ、重大な問題があると認められ

る場合には、同法第３０６条または同法第３０７条第１項に基づき行政処分が

行われることに留意する。 

 

 

 

 

○インターネット等を用いた非対面・非接触の方式による募集を行う場合に

顧客が書面の記載事項を了知した旨の確認をする方法としては、監督指針

Ⅱ－４－２－２（２）⑩コ．（注）に記載の措置が考えられるが、これに限

定されるものではない。保険会社および保険募集人の創意工夫のもと、顧

客の了知の有無の確認に資すると思われる措置を、商品の内容や顧客の特

性等に応じて必要に応じて組み合わせ、一連の募集プロセスにおいて適切

な確認が行われる仕組みを構築することが重要である。 

 

 

 

 

 

○保険募集人は、規模や業務特性に応じた体制整備として保険会社から提供

される「募集代理店共通自己点検表」等を用いた自己点検を実施すること

が望ましい。 

 

○保険募集人が業務の外部委託を行う場合、委託する業務の内容・範囲によ

るものの、個人代理店や小規模の法人代理店であっても、適正な業務遂行

が見込める委託先の選定・管理を行う必要がある。 



 

 

 

概要明示用資料イメージ① （Ａ４サイズ両面の資料を想定） 

                 （表面）                                 （裏面） 

 

 ○商品名称：医療保険「■■■■■（終身型）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○商品の概要 

主な保障内容 

災害・疾病入院 

※お支払限度は１入院につき●日、通

算●日 

保険期間 終身（更新なし） 

解約返戻金 あり 

配当金 あり（●●配当、●●方式） 

 

○主な取扱規程 

契約年齢範囲 ●歳～●歳 

給付金額の範囲 ●円～●円 

付加可能な特約 あり（●●特約、●●特約） 
 

 

 

○注意喚起文言等（必要に応じて表面にも記載） 

○表面記載事項の補足等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生涯にわたる入院保障をご準備いただける保険です 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

※１ 

※４～７ 

※８ 

※３ 

 

 

入院給付金 

保険料払込期間（終

身） 
ご契約 

一
生
涯 

※２ 

○引受保険会社情報 

（必要に応じて表面にも記

載） 

 

 

 

ガード文言等 

○取扱代理店情報 

※１ 保険商品の名称 

※２ 保険商品の仕組図 

※３ 保険商品の特徴 

※４ 主な保障内容（支払事由） 

保障内容に一定の制限等がある場合はその主な内容 

※５ 保険期間、更新の有無 

※６ 解約返戻金の有無 

※７ 配当金の有無、配当方法 

※８ 主な取扱規程 

・契約年齢範囲   ・取扱保険金額   ・付加できる特約の有無およびその名称 

基
本
記
載
項
目 

別 紙１ 



 

 

 

概要明示用資料イメージ② （Ａ４サイズ両面の資料を想定） 

                 （表面）                                （裏面） 

  

○商品名称：医療保険「■■■■■（有期型）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○商品の概要 

主な保障内容 

災害・疾病入院 

※お支払限度は１入院につき●日、通

算●日 

保険期間 ●年（更新あり） 

解約返戻金 なし 

配当金 なし 

 

○主な取扱規程 

契約年齢範囲 ●歳～●歳 

給付金額の範囲 ●円～●円 

付加可能な特約 あり（●●特約、●●特約） 
 

 

 

○注意喚起文言等（必要に応じて表面にも記載） 

○表面記載事項の補足等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入院給付金 

一定期間にわたる入院保障をご準備いただける保険です 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 

※１ 

※４～７ 

※８ 

※３ 

保険期間（●年） 

ご契約 

※２ 

○引受保険会社情報 

（必要に応じて表面にも記

載） 

 

 

 

ガード文言等 

○取扱代理店情報 

※１ 保険商品の名称 

※２ 保険商品の仕組図 

※３ 保険商品の特徴 

※４ 主な保障内容（支払事由） 

保障内容に一定の制限等がある場合はその主な内容 

※５ 保険期間、更新の有無 

※６ 解約返戻金の有無 

※７ 配当金の有無、配当方法 

※８ 主な取扱規程 

・契約年齢範囲   ・取扱保険金額   ・付加できる特約の有無およびその名称 

基
本
記
載
項
目 

満了 

更新 



 

 

 

監督指針Ⅱ－４－２－２(８)法第３００条第１項第５号関係 

監督指針Ⅱ－４－２－２ 

(８)法第３００条第１項第５号関係 

①保険会社又は保険募集人が、保険契約の締

結又は保険募集に関し、保険契約者又は被

保険者に対して、各種のサービスや物品を

提供する場合においては、以下のような点

に留意して、「特別利益の提供」に該当しな

いものとなっているか。 

 

ア. 当該サービス等の経済的価値及び内容

が、社会相当性を超えるものとなってい

ないか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○募集に関する時間について 

「保険募集に関し」とは、一般的に勧誘の段階を含み、「保険募集」に関する

時間を、その前後を含めて捉えるものと考えられる。したがって、ある行為が

保険会社または保険募集人等が行う募集行為と時間的に連続していないことを

もって、直ちに「保険募集に関し」に該当しないことにはならないことに留意

する。 

 

 

○「経済的価値」について 

「経済的価値」とは、保険会社・保険募集人等（保険募集人等である一般事

業会社を含む）が負担しているものをいう。一方、保険募集人等ではない一般

事業会社が負担するサービス等は「経済的価値」に含まれないが、その実質的

な負担者が保険会社・保険募集人等と認められる場合は「経済的価値」に含ま

れ得ることに留意する。 

 

○「社会相当性」について 

「社会相当性」とは、サービス等の「経済的価値および内容」の二面から判

断されるものであることに留意する。 

また、その程度は一般的に個人の価値観や保険料の水準等によっても異なる

ものであることから、具体的かつ定量的な基準等を画一的に設けることは困難

であり、個別事例に基づき総合的に判断することに留意する。 

 

○社会的儀礼について 

社会的儀礼として行われる慶弔関係等（香典・結婚祝い・中元・歳暮・祭り

の寄付等）や、保険契約の締結または保険募集に関する提供ではないカレンダ

ーの配布等については、保険業法第３００条第１項第５号には該当しないと考

えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○別紙２－２参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別 紙２－１ 



 

 

 

イ. 当該サービス等が、換金性の程度と使途

の範囲等に照らして、実質的に保険料の

割引・割戻しに該当するものとなってい

ないか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「特別利益」への該当性について 

保険業法第３００条第１項第５号（前段）において、保険料の割引・割戻し

が禁じられている趣旨から、現金は、割引・割戻しそのものであるが、ポイン

トサービス、金券類の形態であっても、実質的な保険料の割引・割戻しになっ

ているものは、「特別利益」に該当することに留意する。したがって、「当該サ

ービス等」を提供する場合には、以下の点に留意する必要がある。 

①現金や、電子マネーに交換（チャージ）できるものは一般的に換金性が高い

と認められるほか、「資金決済に関する法律」（平成２１年法律第５９号） 第

３条第１項に定義する「前払式支払手段」に該当するものについても、物品

やサービス等の購入等に用いる手段であり、実質的に現金と同等の機能を有

するものであること等から、実質的な保険料の割引・割戻しに該当する 

②上記に該当しない場合であっても、使途の範囲と社会相当性の双方の程度も

踏まえて判断する 

 

 

 

 

 

現金・電子マネーへの交換が可能な他のポイント等サービスに交換すること

で、間接的に交換機能を有しているものも、「特別利益」に該当すると考えられ

る。 

 

 

資金決済法第３条 第１項に規定される「前払式支払手段」に該当せず、現

金・電子マネーへの交換が不可能な場合であっても、使途の範囲と社会相当性

の双方の程度を踏まえて判断する。 

なお、幅広い商品の購入・交換ができるポイントサービス・金券類等は「使

途の範囲」が広いと認められることから、「特別利益」に該当するものと考えら

れる。例えば、大型ショッピングモール内で利用可能なポイント、大型の量販

 

○別紙２－２参照 

 

 

 

 

○「資金決済に関する法律」

（平成２１年法律第５９

号）第３条第１項に定義す

る「前払式支払手段」に該

当するものの例は以下の通

り 

《例》電子マネー、ＩＤ、商

品券・ギフト券、ビール

券、お米券、ギフトカー

ド、ネット上で使用できる

プリカ、カタログギフト

券、テレホンカード、アイ

スクリーム券 等 

 

○別紙２－２参照 

 

 

 

○別紙２－２参照 



 

 

 

 

 

 

 

 

ウ． 当該サービス等の提供が、保険契約者間

の公平性を著しく阻害するものとなって

いないか。 

 

 

 

なお、保険会社は、当該サービス等の提供を通

じ、他業禁止に反する行為を行っていないかに

ついても留意する。 

 

 

(注)保険会社又は保険募集人が、保険契約者又

は被保険者に対し、保険契約の締結により

ポイントを付与し、当該ポイントに応じた

生活関連の割引サービス等を提供している

例があるが、その際、ポイントに応じてキ

ャッシュバックを行うことは、保険料の割

引・割戻しに該当し、法第 4 条第 2 項各号

に掲げる書類に基づいて行う場合を除き、

禁止されていることに留意する。 

店や通販サイト内で利用可能なポイント、幅広い商品と交換できるカタログギ

フト・デジタルギフト等が挙げられる。 

 

クレジットカード会社等の第三者が費用を負担しているサービスで、「保険料

の収納」によりポイントが付与されるもの（保険契約の締結または保険募集に

関する提供ではないもの）は、「特別利益」には該当しないと考えられる。 

 

○「公平性」について 

サービス等の提供にあたっては、保険契約者間の公平性を保つ必要があるも

のの、実際の保険募集時において、必ずしも全員に平等ということにはならな

いと考えられる。ただし、過度なサービス提供等によって、「著しく公平性を阻

害するもの」とならないよう留意する。 

 

○保険会社の他業禁止について 

保険会社が自らは提供できない「他業」に該当するサービスについて、サー

ビス提供先を紹介してマージンを受け取る等の行為は、実質的には保険会社が

当該サービス等を業として提供することと同等になり得ることに留意する。 

 

  



 

 

 

生命保険協会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使途の範囲と社会相当性の双方の 

程度を踏まえ判断 

※幅広い商品の購入・交換ができるポイントサービス・金券類等

は「使途の範囲」が広いと認められるので「特別利益」に該当。 

（例：大型ショッピングモール内で利用可能なポイント、 

大型の量販店や通販サイト内で利用可能なポイント、 

幅広い商品と交換できるカタログギフト・デジタルギフト 等） 

資金決済に関する法律第 3 条第 1 項（前払式支払手段(注)）に該当 資金決済に関する法律第 3 条第 1 項（前払式支払手段(注)）に非該当 

現
金
・
電
子
マ
ネ
ー
（
含
む
交
換
可
能
） 

現
金
・
電
子
マ
ネ
ー
以
外 

電子マネー 

※ なお、現金は、前払式支払手段ではないが 

   保険料の割引・割戻しそのものである。 

使途の範囲 

              

社
会
相
当
性 

 

広い 狭い 
高 

低 

当
該
サ
ー
ビ
ス
等
の
経
済
的
価
値
及
び
内
容 

前払式支払手段に該当するもの 

（資金決済に関する法律第 3条第 1項） 

現金や電子マネーに交換（チャージ）でき

るもの 

※（現金・電子マネーへの交換が可能な他のポイント等サービスに 

 交換することで）間接的に交換機能を有しているものも特別利益 

 の提供に該当する。 

（注）同法第 4条（適用除外）に定める前払式支払手段を除く 

別 紙２－２ 



 

 

 

  

表彰 

○表彰とは、保険会社が代理店に期待する役務・サービスの実施状況を顕彰するために、招待基準を満たした対象者を招待して実施するもの 

○そのうち、以下に１つでも当てはまるものは、「社会通念からみて過度と考えられるもの」に該当し得るが、その実施の必要性は各社ごとに多様な理由も有り得る。従って、

以下にかかわらず、その実施費用等の原資は保険契約者から預かった保険料であることを踏まえ、表彰の趣旨・目的や費用等について顧客から問われた場合（または顧客

に公表する必要性が生じた場合）に、その合理性を適切に説明することが可能な範囲内であるか等の観点から、経営陣を交えて十分な議論を行うことが望ましい 

○ただし、経営陣を交えて十分な議論を行えば足りるものではなく、表彰および「社会通念からみて過度と考えられるもの」への該当性については、名目を問わず、実

質的・客観的・総合的に判断する必要がある 

○なお、表彰の目的や招待基準については、あらかじめ、代理店に対して明らかにする必要がある 

○代理店に対して表彰の内容を明らかにする際には、実態よりも良い内容であるかのように見せないよう留意する必要がある 

項目 内容 

開催場所 以下に掲げる場所以外で開催する場合 

※特に海外での開催は、一般的には比較推奨販売を歪める蓋然性が高いものと考えられる（異なる名目や本店所在地という理由で海外等

に招待する行為を含む） 

・（全国単位での開催の場合、）東京・大阪近郊 

・（地方・都市単位※での開催の場合、）当該地方の中核都市・当該都市内 

※例えば、関東地方・北海道といった範囲のことで、東日本等の広範なものではない 

招待基準 ・業務品質が組み込まれてない（販売量偏重の）場合 

※一般的に容易に達成できる継続率基準、事件・事故の発生による失格基準等だけではなく、実効的な業務品質を組み込むことが必要 

贈答品・権利等 ・希少性や価格等の観点から、市場価値が高いものを提供する場合 

※抽選で期待値を低くしても、判断は変わらない 

イベント等 ・希少性や価格等の観点から、市場価値が高いもの（代理店負担のもと、保険会社が手配のみ行う場合を含む）を提供する場合 

飲食 ・希少性や価格等の観点から、市場価値が高いもの（代理店負担のもと、保険会社が手配のみ行う場合を含む）を提供する場合 

同伴者 ・表彰の対象者以外を招待する場合 

宿泊数 ・２泊以上の場合 

交通費 ・ビジネスクラスやグリーン車等の場合 

宿泊費 ・全国平均宿泊料を過度に超える場合（総務省統計局全国統一価格品目を参照） 

実施回数 ・年間に複数回実施する場合 

別 紙３ 



 

 

 

 

研修等 

○研修等とは、保険会社が代理店に期待する役務・サービスの向上やその知見の向上を図るために、その内容に応じて選定した対象者を招集して実施するもの 

○そのうち、以下に１つでも当てはまるものは、「社会通念からみて過度と考えられるもの」に該当し得るが、その実施の必要性は各社ごとに多様な理由も有り得る。従って、

以下にかかわらず、その実施費用等の原資は保険契約者から預かった保険料であることを踏まえ、研修等の趣旨・目的や費用等について顧客から問われた場合（または顧

客に公表する必要性が生じた場合）に、その合理性を適切に説明することが可能な範囲内であるか等の観点から、経営陣を交えて十分な議論を行うことが望ましい 

○ただし、経営陣を交えて十分な議論を行えば足りるものではなく、研修等および「社会通念からみて過度と考えられるもの」への該当性については、名目を問わず、

実質的・客観的・総合的に判断する必要がある 

○なお、研修等の目的、内容や選定基準については、あらかじめ、代理店に対して明らかにする必要がある 

項目 内容 

開催場所 以下に掲げる場所以外で開催する場合（研修等の内容との関係等から合理的な説明が可能なものは除く） 

※特に海外での開催は、一般的には比較推奨販売を歪める蓋然性が高いものと考えられる（異なる名目や本店所在地という理由で海外等

に招待する行為を含む） 

・（全国単位での開催の場合、）東京・大阪近郊 

・（地方・都市単位※での開催の場合、）当該地方の中核都市・当該都市内 

※例えば、関東地方・北海道といった範囲のことで、東日本等の広範なものではない 

・（個別代理店を対象とする場合、）招集される対象者の所属する代理店の所在地 

研修等の内容 ・自社の商品・サービス、代理店経営、法律・税務、コンプライアンス、ＦＤ等に関しない場合 

・研修等の内容・行程から考えて、①研修対象者以外を招集する場合、②主たる目的が研修等以外のイベント等と考えられる場合、③宿

泊数が研修等の内容との関係等から合理的な説明ができない場合 

対象者 ・（特定代理店に限定する場合、）研修等の内容との関係等から合理性がない場合 

※販売量に偏重した代理店を選定することは合理的な理由にならない 

贈答品・権利等 ・希少性や価格等の観点から、市場価値が高いもの（代理店負担のもと、保険会社が手配のみ行う場合を含む）を提供する場合 

飲食 ・希少性や価格等の観点から、市場価値が高いもの（代理店負担のもと、保険会社が手配のみ行う場合を含む）を提供する場合 

交通費 ・ビジネスクラスやグリーン車等の場合 

宿泊費 ・全国平均宿泊料を過度に超える場合（総務省統計局全国統一価格品目を参照） 

 



 

 

 

公的年金制度に加入している人が、一定の年齢になった場合には、老齢年金を受け取ることができます。 

老後に備えるためには、まず、ご自身が受け取ることのできる老齢年金の金額について把握した上で、 

老後生活に要する費用に照らして、不足する資金を計画的に準備する必要があります。 
 

 

 

日本に住む 20歳以上 60歳未満のすべての方が加入する国民年金から、「老齢基礎年金」が受け取れます。 

会社員・公務員等は、この老齢基礎年金に上乗せする形で厚生年金から、「老齢厚生年金」が受け取れます。 

 

 

 

受給対象者 
自営業者 

（学生・無職の方も含む） 
会社員・公務員等 

会社員・公務員等の 

被扶養配偶者（専業主婦等） 
 

 

 

 老齢基礎年金を受け取るためには、国民年金に最低 10年間加入している必要があります(ただし、国民年金 

保険料の免除や猶予の制度があります)。受け取ることができる年金額は、40年加入の満額で●●●●円/年

（月あたり●●●●円）です（加入期間や、年金の繰上げ・繰下げ受給等により変わります）。 

 老齢厚生年金を受け取るためには、老齢基礎年金の受給資格を満たすことなどが必要です。受け取ることが 

できる年金額は、加入期間や、在職中の平均標準報酬額（賞与含む）で個人差があります。 
 

 

 
              

下記表の通り、65歳の方の平均的な老後期間は約●年以上あります。（注１） 

 

 男性 ●年 約●年 ●歳  女性 ●年 約●年 ●歳 

 

 

 

 

 

 
 

 上記は平均値であり、受給開始年齢も人によって異なるため、ご自身（ご夫婦）の受取年金想定額と、 

思い描く老後生活に要する費用を踏まえ、生活資金がいくら不足するのか試算することが大事です。 

 試算に当たっては生命保険会社等で試算ツールを用意している場合があります。また、受取年金額の

試算については、厚生労働省が提供している「公的年金シミュレーター」も利用できます（ツールの

詳細は厚生労働省のチラシ（注５）をご参照ください）。 

（注１）厚生労働省「簡易生命表」（●年）に基づき当会にて作成 
（注２）厚生労働省「●年度 厚生年金保険・国民年金事業の概況」に基づき当会にて作成 

（注３）総務省統計局「家計調査年報（家計収支編）●年（●年）」に基づき当会にて作成 

（注４）公益財団法人生命保険文化センター「●年 生活保障に関する調査」 

（注５）厚生労働省「公的年金シミュレーター使い方ホームページ」 

○記載の内容は、●年●月現在の制度によります（●年度価格）。 

今後、制度の変更等に伴い、記載の内容が変わることがあります。 

老齢年金の仕組み １ 

受け取るための条件／受取年金額 ２ 

老齢厚生年金 

老齢基礎年金 

老後の生活について ３ 

65歳の平均余命 

老後に向けた資産形成をご検討中のお客さまへ 
～老後の生活を支える公的年金制度（老齢年金）について～ 

平均的な老齢年金 平均的な老後生活費（夫婦二人世帯の例） 

老齢厚生年金 月額約●万円 

（老齢基礎年金含む） 

会
社
員 

専
業
主
婦 

専
業
主
夫 

老齢基礎年金 月額約●万円 

ご夫婦 2人で 

月額約●万円 

平均的な 

老後生活費(注３) 

月額約●万円 

ゆとりある老後を 

送るために必要と 

考える生活費（注４） 

月額約●万円 

65歳の平均余命 65歳の平均余命 

（注２） 

●年●月新規 

別紙４－１ ※資料記載の数値は適宜更新。 



公 的 年 金 公的年金シミュレーター

使 い 方 H Pシミュレーター
年金額を

する
見える化

https://nenkin-shisan.mhlw.go.jp https://www.mhlw.go.jp/stf/kouteki_nenkin_simulator.html

親　展

料金後納

郵　便

〒168-8505　東京都杉並区高井戸西3丁目5番24号

ご案内は内側にあります。
矢印の方向へゆっくりはがしてご覧ください。

※お問い合わせの際は、
    照会番号をお伝えください。

①保険料を納付していただいた方は、「これまでの
　加入実績に応じた年金額」が昨年よりも増額して
　います。
②今後も、保険料を納付していただくことで、更に
　年金額が増加します。
③年金の受給開始時期は、60歳から75歳まで選択
　できます。
　年金受給を遅らせた場合、年金額が増加します。　 
 （例）70歳を選択した場合、65歳と比較して42％増額
   　　 75歳を選択した場合、84％増額（最大）

照 会 番 号 公務員共済の加入者番号 私学共済の加入者番号

最近の月別状況です
下記の月別状況や裏面の年金加入期間に「もれ」
や「誤り」があると思われる方は、お近くの年金
事務所にお問い合わせください。

年月
（和暦）

厚生年金保険国民年金
(第１号・第３号)
納付状況

標準報酬月額
（千円）

保険料
納付額

標準賞与額
（千円）加入区分

令和4年度の「ねんきん定期便」です。
開封前にあて名をご確認ください。
お届け先のご住所に、現在、受取人の方がお住まいでない場合には、
お手数をおかけしますが、「誤配」、「転居した」等をハガキに
ご記入いただき、開封せずにそのままポストに入れてください。

二次元コード

この二次元コードには、「ねんきん定期便」
に記載されている年金情報の一部が収録され
ており、厚生労働省が提供するWEBサイト
で年金見込額の簡易試算ができます。
(https://nenkin-shisan.mhlw.go.jp)

【年金見込額試算用二次元コード】
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（注）遺族年金や障害年金を受け取ることができる場合には、老齢年金の受給開始時期を
　　　遅らせることができないことがあります。

親　展

料金後納

郵　便

〒168-8505　東京都杉並区高井戸西3丁目5番24号

ご案内は内側にあります。
矢印の方向へゆっくりはがしてご覧ください。

※お問い合わせの際は、
    照会番号をお伝えください。

①保険料を納付していただいた方は、「これまでの
　加入実績に応じた年金額」が昨年よりも増額して
　います。
②今後も、保険料を納付していただくことで、更に
　年金額が増加します。
③年金の受給開始時期は、60歳から75歳まで選択
　できます。
　年金受給を遅らせた場合、年金額が増加します。　 
 （例）70歳を選択した場合、65歳と比較して42％増額
   　　 75歳を選択した場合、84％増額（最大）

照 会 番 号 公務員共済の加入者番号 私学共済の加入者番号

最近の月別状況です
下記の月別状況や裏面の年金加入期間に「もれ」
や「誤り」があると思われる方は、お近くの年金
事務所にお問い合わせください。

年月
（和暦）

厚生年金保険国民年金
(第１号・第３号)
納付状況

標準報酬月額
（千円）

保険料
納付額

標準賞与額
（千円）加入区分

令和4年度の「ねんきん定期便」です。
開封前にあて名をご確認ください。
お届け先のご住所に、現在、受取人の方がお住まいでない場合には、
お手数をおかけしますが、「誤配」、「転居した」等をハガキに
ご記入いただき、開封せずにそのままポストに入れてください。

二次元コード

この二次元コードには、「ねんきん定期便」
に記載されている年金情報の一部が収録され
ており、厚生労働省が提供するWEBサイト
で年金見込額の簡易試算ができます。
(https://nenkin-shisan.mhlw.go.jp)

【年金見込額試算用二次元コード】
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（注）遺族年金や障害年金を受け取ることができる場合には、老齢年金の受給開始時期を
　　　遅らせることができないことがあります。

公 的 年 金
シミュレーター
「ねんきん定期便」
のニ次元コードを
スキャンして
試算可能

NEW !

公的年金の「見える化」で、こんなご疑問にお答えします。

40代・男性
将来の年金額が簡単
な操作でパッと知り
たい。

30代・女性
働き方を変えると、
将来受け取る年金額
はどれくらい変化
するの？

50代・男性
ID・パスワードを
入力せず年金額を
試算したい。

「働き方・暮らし方」の変化に応じて
 将来受け取る年金額を試算できる



公 的 年 金 シミュレーターシミュレーター
4 つのステップで分かる！つのステップで分かる！

- 基本操作 -

アクセス方法STEP-1 生年月日を入力し、
「試算する」をタップSTEP-2

年金見込み額の表示STEP-3 ライフプランに応じた
シミュレーション

STEP-4

「ねんきん定期便」のニ次元コードを
スマートフォンから読み込む

将来受給可能な年金見
込み額がグラフで表示
されます。

これからの働き方・暮らし
方を入力して、様々なライ
フプランに応じた年金額を
試算できます。※スライドバーを操作して、 

　年金の受取り開始時期等
　を簡単に変更できます。
最後に入力された年金の加入
状況により、操作できるスラ
イドバーが異なります。

※

親　展

料金後納

郵　便

〒168-8505　東京都杉並区高井戸西3丁目5番24号

ご案内は内側にあります。
矢印の方向へゆっくりはがしてご覧ください。

※お問い合わせの際は、
    照会番号をお伝えください。

①保険料を納付していただいた方は、「これまでの
　加入実績に応じた年金額」が昨年よりも増額して
　います。
②今後も、保険料を納付していただくことで、更に
　年金額が増加します。
③年金の受給開始時期は、60歳から75歳まで選択
　できます。
　年金受給を遅らせた場合、年金額が増加します。　 
 （例）70歳を選択した場合、65歳と比較して42％増額
   　　 75歳を選択した場合、84％増額（最大）

照 会 番 号 公務員共済の加入者番号 私学共済の加入者番号

（案）令和4年度レイアウト（50歳未満）オモテ

最近の月別状況です
下記の月別状況や裏面の年金加入期間に「もれ」
や「誤り」があると思われる方は、お近くの年金
事務所にお問い合わせください。

年月
（和暦）

厚生年金保険国民年金
(第１号・第３号)
納付状況

標準報酬月額
（千円）

保険料
納付額

標準賞与額
（千円）加入区分

令和4年度の「ねんきん定期便」です。
開封前にあて名をご確認ください。
お届け先のご住所に、現在、受取人の方がお住まいでない場合には、
お手数をおかけしますが、「誤配」、「転居した」等をハガキに
ご記入いただき、開封せずにそのままポストに入れてください。

二次元コード

この二次元コードには、「ねんきん定期便」
に記載されている年金情報の一部が収録され
ており、厚生労働省が提供するWEBサイト
で年金見込額の簡易試算ができます。
(https://nenkin-shisan.mhlw.go.jp)

【年金見込額試算用二次元コード】
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（注）遺族年金や障害年金を受け取ることができる場合には、老齢年金の受給開始時期を
　　　遅らせることができないことがあります。

※「ねんきん定期便」がなくても、働き方・
　暮らし方を入力して試算できます。

生年月日
を入力！

「試算する」
をタップ！

公的年金シミュレーターは、働き方・暮らし方の変化に応じて将来受給可能な年金額を簡単に試算できるツール
として、厚生労働省が開発したものです。
簡易に試算することを目的としており、実際の年金額とは必ずしも一致しません。
試算条件によって年金額が過大・過小に算出される場合があります。より正確な年金見込み額の確認をする場合には
日本年金機構の「ねんきんネット」をご利用ください。

【公的年金シミュレーターに関するご留意点】



 

 

 

公的年金制度に加入している人が、一定の年齢になった場合には、老齢年金を受け取ることができます。 

老後に備えるためには、まず、ご自身が受け取ることのできる老齢年金の金額について把握した上で、 

老後生活に要する費用に照らして、不足する資金を計画的に準備する必要があります。 
 

 

 

日本に住む 20歳以上 60歳未満のすべての方が加入する国民年金から、「老齢基礎年金」が受け取れます。 

会社員・公務員等は、この老齢基礎年金に上乗せする形で厚生年金から、「老齢厚生年金」が受け取れます。 

 

 

 

受給対象者 
自営業者 

（学生・無職の方も含む） 
会社員・公務員等 

会社員・公務員等の 

被扶養配偶者（専業主婦等） 
 

 

 

 老齢基礎年金を受け取るためには、国民年金に最低 10年間加入している必要があります(ただし、国民年金 

保険料の免除や猶予の制度があります)。受け取ることができる年金額は、40年加入の満額で●●●●円/年

（月あたり●●●●円）です（加入期間や、年金の繰上げ・繰下げ受給等により変わります）。 

 老齢厚生年金を受け取るためには、老齢基礎年金の受給資格を満たすことなどが必要です。受け取ることが 

できる年金額は、加入期間や、在職中の平均標準報酬額（賞与含む）で個人差があります。 
 

 

 
              

下記表の通り、65歳の方の平均的な老後期間は約●年以上あります。（注１） 

 

 男性 ●年 約●年 ●歳  女性 ●年 約●年 ●歳 

 

 

 

 

 

 
 

 上記は平均値であり、受給開始年齢も人によって異なるため、ご自身（ご夫婦）の受取年金想定額と、 

思い描く老後生活に要する費用を踏まえ、生活資金がいくら不足するのか試算することが大事です。 

 試算に当たっては生命保険会社等で試算ツールを用意している場合があります。また、受取年金額の

試算については、厚生労働省が提供している「公的年金シミュレーター」も利用できます（ツールの

詳細は厚生労働省のチラシ（注５）をご参照ください）。 

（注１）厚生労働省「簡易生命表」（●年）に基づき当会にて作成 
（注２）厚生労働省「●年度 厚生年金保険・国民年金事業の概況」に基づき当会にて作成 

（注３）総務省統計局「家計調査年報（家計収支編）●年（●年）」に基づき当会にて作成 

（注４）公益財団法人生命保険文化センター「●年 生活保障に関する調査」 

（注５）厚生労働省「公的年金シミュレーター使い方ホームページ」 

○記載の内容は、●年●月現在の制度によります（●年度価格）。 

今後、制度の変更等に伴い、記載の内容が変わることがあります。 

老齢年金の仕組み １ 

受け取るための条件／受取年金額 ２ 

老後の生活について ３ 

65歳の平均余命 

老後に向けた資産形成をご検討中のお客さまへ 
～老後の生活を支える公的年金制度（老齢年金）について～ 

平均的な老齢年金 平均的な老後生活費（夫婦二人世帯の例） 

老齢厚生年金 月額約●万円 

（老齢基礎年金含む） 

会
社
員 

専
業
主
婦 

専
業
主
夫 

老齢基礎年金 月額約●万円 

ご夫婦 2 人で 

月額約●万円 

平均的な 

老後生活費(注３) 

月額約●万円 

ゆとりある老後を 

送るために必要と 

考える生活費（注４） 

月額約●万円 

65歳の平均余命 65歳の平均余命 

（注２） 

●年●月新規 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～公的年金制度（老齢年金）のワンポイント解説～ 

☛ 国民年金の加入対象者（＝被保険者）は、下記の 3種類があります。 

被保険者の種類 対象者 

第１号被保険者 ・20歳以上 60歳未満の国内在住者（第 2号・第 3号被保険者以外の全員） 

（例）自営業者、農業・漁業従事者、学生、無職の方とその配偶者など 

第２号被保険者 ・会社員、公務員、教員など 

※厚生年金にも同時に加入 

第３号被保険者 ・第 2号被保険者に扶養される 20歳以上 60歳未満の配偶者 

 

☛ 国民年金を受け取るための条件について、具体的には下記の通りです。 

年金の種類 対象者 

国民年金 ・受給資格期間（下記期間の合計）が 10年以上あること 

 ①国民年金、厚生年金、共済年金の保険料を納付した期間 

 ②国民年金の保険料を免除された期間 

 ③学生納付特例、納付猶予を受けた期間 

 ④任意加入できたのに任意加入しなかった 60歳未満の期間など 

厚生年金 ・老齢基礎年金の受給資格（受給資格期間 10 年以上）があり、厚生年金の加入期間が 1

か月以上あること 
 

☛ 各被保険者が納めなければいけない保険料は下記の通りです。 

被保険者の種類 対象者 

第１号被保険者 ・●(●)年度の国民年金保険料は、月額●●●●円です 

・保険料の納付が難しい場合、「免除」や「猶予」の制度があり、適用を受けている期間

は受給資格期間に反映されます（一部、年金額に反映されるものもあります） 

第２号被保険者 ・厚生年金保険料は月給・賞与の 9.15％の額 ※勤務先も同額を負担 

・原則、4～6月の月給の平均額（標準報酬月額）を基に計算した金額を 9月から 1年間

使用し、標準報酬月額は上限 65万円、標準賞与額は 1回あたり上限 150万円です。 

・私立学校の教職員の負担は●.●％ 

第３号被保険者 ・保険料の負担はありません（配偶者である第 2号被保険者が加入している被用者年金

制度が毎年度負担しています） 

 

☛ お客さまが受け取ることのできる年金額はこれまでの加入履歴・金額等によって様々であり、平均値では

お客さまの実情と乖離している場合があるので注意が必要です。併せて、お客さまが思い描く老後生活も

多様であり、ここで示している生活費の平均値やアンケート調査の結果に基づく金額は、あくまで参考値

として説明する必要があります。 

☛ 老後の必要資金を正確に試算するためには、実際にお客さまが受け取ることができる年金額と、お客さま

が思い描く老後生活に必要な費用を正しく試算する必要があります。各保険会社の取扱いに従って、保険

会社が提供している試算ツールや厚生労働省の「公的年金シミュレーター」を利用しましょう。 

⚠保険募集時に「将来、国の年金は受け取れるか分からない」「年金制度は破綻するかもしれな

い」といった、根拠のない情報で不当に不安を煽るようなことは絶対にしてはいけません！！ 

 

別紙４－２ ※資料記載の数値は適宜更新。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～公的年金シミュレーターのワンポイント解説～ 

【応用編】ライフプランに応じたシミュレーションの方法 

＜今後の年収／就労完了年齢／受給開始年齢の変更に基づくシミュレーション＞ 

・試算画面のグラフ下に表示されている、「今後の年収」「就労完了年齢」「受給開始年齢」を、スライドバー

や＋／－のボタン操作で変更することにより、年金見込み受給額の変化を確認できます。 
 

＜働き方／暮らし方の変更に基づくシミュレーション＞ 

①試算画面のグラフ下の入力部分をスクロールし「働き方・暮らし方の入力欄を開く」ボタンをタップ 

②「働き方・暮らし方の追加」をタップし、「働き方・暮らし方」の入力欄で、該当ボタンをタップ 

③「期間」の入力欄に、②で入力した被保険者種類の加入期間を入力 

④（国民年金第１号の場合）「付加納付の有無」の入力欄で、該当するボタンをタップ 

⑤（厚生年金の場合）「年収」の入力欄に、加入期間の平均年収を入力 

⑥（加入資格に変更がある場合）「働き方・暮らし方の追加」のボタンをタップし、変更後の区分ごとに③～

⑤のステップを繰り返し入力 

⑦「試算する」をタップ ⇒画面上部のグラフ部分に、年金見込み受給額（年額）が表示されます。 
 

◆上記②～⑥の入力内容を変えることで、今後の「働き方・暮らし方」を変更した場合の年金額の変化を試算

することができます。 

【よくある質問】 

Ｑ Ａ 

使い方について詳しく

知りたい 

厚生労働省の「公的年金シミュレーター使い方ホームページ」を参照ください。

https://www.mhlw.go.jp/stf/kouteki_nenkin_simulator.html 

どのような人を利用対

象としているのか 

公的年金シミュレーターは、将来受給可能な年金額を手軽に試算したい方を利

用対象としており、若年世代をはじめ、幅広い年代の方に利用いただくことを想

定しています。なお、年金額の試算の際に入力できる年齢（生年月日）は、16歳

から 71歳までとなっています。 

老齢年金以外の試算は

できないのか 

試算できるのは、老齢年金（老齢基礎年金・老齢厚生年金）です。その他の障害

年金、遺族年金等は試算できません。 

 

☛ 公的年金シミュレーターは、簡易に年金額の試算を行うためのツールとして開発されたものであり、被保

険者等の個人情報を用いず、また、働き方・暮らし方の入力は年単位で行うなどの簡素化が図られていま

す。このため、「ねんきんネット」と異なり、特別支給の老齢厚生年金など詳細な試算は行えませんが、手

軽に年金額を試算することができます。 

☛ お客さまが個人の過去の加入記録に基づく、より詳細な試算を希望される場合は、「ねんきんネット」をご

案内ください。 

【参考】ねんきんネットとは？ 

・「ねんきんネット」は、お客さまがインターネットを通じてご自身の年金の情報を確認できる、日本年

金機構が提供するサービスです。詳細は日本年金機構のＨＰを参照ください。 

（ねんきんネットＨＰ）https://www.nenkin.go.jp/n_net/index.html 

 

 ☛ 年金制度への理解を深めていただくこと等を目的に、日本年金機構が、毎年誕生月に、お客さま（加入者）

の年金記録を記載した「ねんきん定期便」をお送りしています（令和 4年 4月発行分以降のねんきん定期

便に二次元コードを記載）。なお、「ねんきん定期便」の形式や記載内容は年齢によって異なります。 

出典：厚生労働省「公的年金シミュレーター使い方ホームページ」をもとに生命保険協会作成 

https://www.mhlw.go.jp/stf/kouteki_nenkin_simulator.html 

https://www.mhlw.go.jp/stf/kouteki_nenkin_simulator.html
https://www.nenkin.go.jp/n_net/index.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/kouteki_nenkin_simulator.html

